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要旨：日本に限らず、中国進出の外資系企業は製造業で始まったといってよい。この外資系製造業の進出こそ
が、「改革開放」後の中国の経済発展を主導したのである。
中国への外資進出の初発の動機は、中国の若くて安い豊富な労働力、つまり人件費コストの安さにあった。
外資系企業は、それを利用し、「チャイナ・コスト」を創り出す企業経営・労務管理を展開した。ところが、
２０００年代半ばから、その若くて安い豊富な労働力の供給に陰りが見え始めた。加えて、中国政府の労働者保護
政策の進展があり、これまでの労務管理の転換が迫られるようになり、外資は中国進出一辺倒から「チャイナ
＋１」の方向に軸足を回しはじめた。本稿では、この中国の労働力市場の構造的な変動を、人口の少子高齢
化、高学歴化、農民工の数と性質の変化から明らかにし、また２００８年施行の「労働契約法」に代表される中国
政府の労働者保護政策の進展と２０１０年に爆発した「ストライキ」の中に労働者管理の変化の必然を跡付けた。
その上で、いくつかの日系製造業の労働者管理の実態、とくに工場労働者の処遇の制度とその運用の実態を明
らかにした。
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本稿は、「在中国日系企業の人事管理（３）」である。
同（１）で、「中国人の就業意識・行動と『現地化』の
問題」について、同（２）で、「ホワイトカラーの採
用・研修・昇進」について論じてきた［柴田２０１１b,２０１２
a］。今回は、工場労働者に焦点を当て、その労働市場の
変化と日系製造業企業の労働者管理の実態を事例的に論
じる。
中国政府は、「改革開放」（１９７８年）以来、特に小平
の「南巡講和」（１９９２年）以降、外資導入（表１）によ
る産業発展をはかってきた。
その結果、外資系企業の進出は２００８年まで増加の一途
をたどり、リーマン・ショックにより０９年には若干減少
したが、１０年の外資系企業登記数は総数２８.８万社で、う
ち香港系１１.９万社、台湾系２.６万社、米国系２.１６万社、韓
国系１.９万社、日系は２２,３０３社で第３位を占めている１）。
最近の報告では２０１２年５月末には４３.９万社に達している
という２）。
中国の経済発展の一翼を担った日本を含む外資系企業
の中核は、製造業の拡大であった（表２）。
外資系製造業は、中国の豊富な低賃金労働力を利用し
た労働集約的工場で、低コスト体制を作り上げ、輸出産
業として発展させてきたのである３）。それとともに中国
の製造業も発達し「世界の工場」の位地を占めた。その
製造業の急速な発展を基盤に、GDPの成長は著しく、
それに伴い巨大な消費市場として発展し、金融・証券
業、不動産業、商業、サービス業の発達も見、２０１１年度
には国内総生産 GDPで、日本を抜き、世界第２位の位
地を占めることになった。
当初、外資系製造業は、低コスト体制により、「チャ
イナ・プライス」と言われるほどの低価格製品・輸出商
品を生産し、中国を「世界の工場」にした。同時に、外
資系企業は高利潤をあげてきたのである。この構造は基
本的に現在まで続いているといってよい４）。合わせて、
中国消費市場の発展とともに、中国国内での最終消費製
品（衣料・衣服、家電・電子、自動車等）の生産にも力
を入れるようになり、輸出用製品中心から、「輸出用製
受稿日２０１３年１月７日 受理日２０１３年１月２９日
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表１ 直接外商投資額の推移
１９９０年 ２０００年 ２００９年 ２０１０年
金額（億米＄） ３４．９ ４０７．２ ９００．３ １，０３７
出所：国家統計局『統計年鑑』各年より作成
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品＋中国国内販売用製品」の生産、という体制を作り上
げた。
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当初、日本を含む多くの外資は、低廉で単純繰返し労
働に耐える中国の豊富な労働力を目当てに、つまりコス
ト・パフォーマンスで、輸出製品の生産のために進出し
てきた。
その豊富で低廉な労働力の供給源の中核は、中国農村
から出てくる若い出稼ぎ労働者＝農民工であった。
そこで展開された労務管理は凄まじいほどの搾取の構
造であった。その実態はレスリー・T・チャン［２００８］５）
やアレクサンドラ・ハーニ－［２００８］６）の著書等で赤
裸々に描写されている。
法定基準を逃れるための、監督官や外資本社の視察者
に見せるための、タイムカードの改竄等、記録の偽造・
捏造や従業員への彼らへの「対応訓練」などされた「五
つ星工場」とも、「展示用工場」とも言われる工場、そ
れとは別に登録されていない「黒い工場」「陰の工場」
と呼ばれる工場の存在、低賃金、残業代・賃金未払い、
苛烈な労働（立ったまま、休む間もない労働）、長時間
労働（毎週７日勤務、毎日１１～１２時間労働）、苛烈な罰
金（１分遅刻で１元の罰金、１日の無断欠勤で３日分の
給料差し引き、等）、狭合で不潔な寮（約１８平米・金属
製２段ベッドの部屋に１０人）等、劣悪な作業・生活環
境、そして経営側の都合による契約打ち切り・解雇の頻
発、等々である。
つまり、そこでの労資関係は、経営側に圧倒的有利
な、「原生的労資関係」ともいうべきものであった。
地方からの出稼ぎ農民工を、衣食住を提供し＝工場と
寮内に囲い込み、低賃金で、高い労働稼働率＝長時間・
過密労働をさせ、低コスト＝チャイナ・コストを実現し
てきた（今でも例えば米アップルは、富士康の工場で、
１台数ドルで iPodを組立させ、それをアメリカで２９９ド
ルで販売している７））。
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ところが、中国の労働市場に、２０００年代前半までの低
賃金・低コスト体制を揺るがすような、これまでとは異
なる構造的とも言える変化が生じてきた。
中国の経済発展を下から支えていたのは、製造業で低
賃金・単純労働を担う豊富な若年労働力の存在であっ
た。その低賃金・単純労働の供給源の減少傾向が２０００年
代の半ばから生じ、２０００年代前半までとは異なる労働市
場・労働問題を現出させてきた。その背景は、「一人っ
子政策」の推進による少子高齢化と教育水準の向上・高
学歴化、若年農民工の減少とその性質の変化がある。
表２ 外資系製造業企業数・従業員数の推移
年 企業数（社） 従業者数（万人）
１９９８ ２６，４４２ ７７５
１９９９ ２６，８３７ ７９２
２０００ ２８，４５５ ８５３
２００１ ３１，４２３ ９３９
２００２ ３４，４６６ １，０５４
２００３ ３８，５８１ １，２５９
２００４ ５７，１６５ １，７５５
２００５ ５６，３８７ １，９００
２００６ ６０，８７２ ２，１１８
２００７ ６７，４５６ ２，３５３
２００８ ７７，８４７ ２，５７９
２００９ ７３，３７６ ２，４５０
２０１０ ７４，０４５ ２，６４６
２０１１ ７５，２１６ ２，５７４
注：年生産額５００万元以上企業
出所：国家統計局『統計年鑑』各年より作成
表３ 中国人口５歳階級別構成
年齢 実数（単位：万人） 構成（単位：％）
階級 ２０００年 ２０１０年 ００－１０年 ２０００年 ２０１０年
総数 １２４，２６１ １３３，２８１ ９，０２０ １００．０ １００．０
０－４ ６，８９８ ７，５５３ ６５５ ５．６ ５．７
５－９ ９，０１５ ７，０８８ －１，９２７ ７．３ ５．３
１０－１４ １２，５４０ ７，４９１ －５，０４９ １０．１ ５．６
０－１４ ２８，４５３ ２２，１３２ －６，３２１ ２２．９ １６．６
１５－１９ １０，３０３ ９，９８９ －３１４ ８．３ ７．５
２０－２４ ９，４５７ １２，７４１ ３，２８４ ７．６ ９．６
２５－２９ １１，７６０ １０，１０２ －１，６５８ ９．５ ７．６
３０－３４ １２，７３１ ９，７１４ －３，０１７ １０．３ ７．３
３５－３９ １０，９１５ １１，８０３ ８８８ ８．８ ８．９
４０－４４ ８，１２４ １２，４７５ ４，３５１ ６．５ ９．４
４５－４９ ８，５５２ １０，５５９ ２，００７ ６．９ ７．９
５０－５４ ６，３３０ ７，８７５ １，５４５ ５．１ ５．９
５５－５９ ４，６３７ ８，１３１ ３，４９４ ３．７ ６．１
６０－６４ ４，１７０ ５，８６７ １，６９７ ３．３ ４．４
６５以上 ８，８２９ １２，１５３ ３，３２４ ７．２ ８．９
出所：中国第５次（２０００年）、第６次（２０１０年）「人口普査」より
作成
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国勢調査によると、中国の人口は１８６４年の６９,４５８万人
から増加を続け、８２年には１０億人を突破、９０年１１億人強
になり、２０００年の１２４,２６１万人、２０１０年には１３３,２８１万人
となっている。ただし、出生率は、１９８０年代は２０‰を超
えていたが、９１年の２１.１‰以降、徐々に低下しはじめ、
２０１０年には１１.８‰となり、今後は人口減少が予想される
ほどになった。その結果、８２年に３３.６％もあった１４歳以
下人口は、２０００年には２２.９％となり、１０年には１６.６％に
低下した。２０００年と２０１０年の年齢構成を比較すると（表
３）、１４歳以下の年少人口は６,３２１万人も減少で、２２.９％
から１６.６％に低下し、他方、６５歳以上人口は３,３２４万人の
増加で、７.２％から８.９％にまで増大したのである（表
３）。つまり、少子高齢化が進展しているのである。
これまで増大し続ける生産年齢人口が豊富な労働力と
なって中国の生産・経済を支えていた。つまり、人口
ボーナスである。しかし、生産年齢人口は増加し続ける
とはいえ、すでに、若年人口は減少傾向にある。１０年後
の２０２０年の１５～２４歳人口は、現在のそれよりも７,０００万
人近く減少すると考えられる。今後は、大量の高齢者人
口を抱え、人口オーナスとなっていくのである。
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人口の高学歴化も著しい。２０００年には高等中学以上教
育を受けた者は１６％でしかなかった。高等教育（大学専
科卒以上）は４％にも達していなかった。が、２０１０年に
は高等中学卒業以上が２５.０％に達し、大学専科以上も
１０％となった。この高学歴化の進展は若い層ほど著しい
（表４）。
２０００年以降の普通高校の入学者を見ると、２０００年は４７３
万人で０５年には８７８万人と急増し、以降、若干の減少を
見ながら８００万人台で推移している（減少は、高校入学
年齢人口が２０００年代半ばから減少し始めていることの影
響と思われる）。大学（専科を含む）への入学者は、２０００
年の２００万人が、０５年には１．５倍増の５０４万人となり、以
降も増加を続け、０８年には６００万人を超え、１１年は６８２万
人に達している（表５）。この大学進学者の増加≒大学
卒業生の増加が、以前に見たように［柴田２０１１b］、市
場とのミスマッチによる大卒者の就職難、失業を生み出
している。
そして、この若年層の進学率の上昇が、前述した若年
人口の減少と相まって、若年工場労働者の不足に拍車を
かけているのである。
表４ 特定年齢階級別教育程度（２０００年、２０１０年）
調査年 年齢階級 総数 小学校 初等中学 高等中学 中等専科 大学専科 大学本科 大学院
２０００年
（第５次）
６歳以上総数 １００．０ ３８．２ ３６．５ ８．６ ３．４ ２．５ １．２ ０．１
１５－１９歳 １００．０ １３．７ ５６．３ １７．３ ８．４ １．８ － －
２０－２４歳 １００．０ １７．２ ５２．９ １０．７ ８．８ ５．２ ３．２ ０．１
２５－２９歳 １００．０ ２４．０ ５２．３ １０．０ ４．７ ４．８ １．７ ０．２
２０１０年
（第６次）
６歳以上総数 １００．０ ２８．７ ４１．７ １５．０ ５．５ ３．７ ０．３
１５－１９歳 １００．０ ６．５ ４５．２ ３９．６ ４．６ － －
２０－２４歳 １００．０ ６．８ ４６．６ ２０．７ １３．８ １１．０ ０．６
２５－２９歳 １００．０ ８．６ ５２．２ １７．９ １１．１ ８．３ １．２
注：未就学、学歴不詳を除いているため、合計は１００．０％にならない。
出所：中国国家統計局「人口普査資料（国勢調査）」第５次（２０００年）、第６次（２０１０年）より作成
表５ 入学者数、卒業者数の推移 単位：１０００人
年
普通
中学
高校 大学 大学
院職業 普通 専科 本科
入
学
者
２０００ ２２，６３３ １，５０４ ４，７２７ ４８７ １，５０８ １２９
２００５ １９，７６５ ２，４８２ ８，７７７ ２，６８１ ２，３６４ ３６５
２００６ １９，２３６ ３，０２２ ８，７１２ ２，９３０ ２，５３１ ３９８
２００７ １８，６３７ ２，９０７ ８，４０２ ２，８３８ ２，８２１ ４１９
２００８ １８，５６２ ３，１１７ ８，３７０ ３，１０６ ２，９７１ ４４６
２００９ １７，８６４ ３，１６６ ８，３０３ ３，１３４ ３，２６１ ５１１
２０１０ １７，１５５ ３，１６６ ８，３６２ ３，１０５ ３，５１３ ５３８
２０１１ １６，３４７ ８，５０８ ６，８１５ ５６０
卒
業
者
２０００ １６，０７１ １，４９９ ３，０１５ １７９ ６８７ ５９
２００５ ２１，０６５ １，５３１ ６，６１６ １，６０２ １，４６６ １９０
２００６ ２０，６２４ １，９０９ ７，２７１ ２，０４８ １，７２７ ２５６
２００７ １９，５６８ ２，１１６ ７，８８３ ２，０４８ １，９９６ ３１２
２００８ １８，６２９ ２，４１５ ８，３６１ ２，８６３ ２，２５７ ３４５
２００９ １７，９４７ ２，５４６ ８，２３７ ２，８５６ ２，４５５ ３７１
２０１０ １７，４８６ ２，６４６ ７，９４４ ３，１６４ ２，５９１ ３８４
２０１１ １７，３６７ ６，６２７ ７，８７７ ６，５２０ ４３０
注：各分類とも成人学校、ネット学校は除く
出所：中国教育部各年統計より作成
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労働市場の構造的変動の要因のもう一つは農村からの
出稼ぎ労働者・農民工に見られる変化である。
２００５年の出稼ぎ農民工（外出農民工）は１.２憶人、地
元にとどまっている農民工（本地農民工）を含めれば２
億人を超えていた。その農民工は、第二次産業就業者の
５８％、中でも建築業は８０％、組立加工業では６８％を占め
ており、また第三次産業就業者の５２％を占めていた。ま
さに農民工は単純労働職場の基幹労働力であった。
彼らの／彼女らの年齢構成は、１６～３０歳が６１％、３１～
４０歳２３％、４１歳以上が１６％で、平均年齢は２８.６歳であっ
た。また教育レベルは６６％が小学校卒業程度であった。
毎日の労働時間は、８時間以内１３.７％、８～９時間４０.
３％、９～１０時間２３.５％、１０時間以上２２.５％で、法定労
働時間（８ h／日）以内の者はわずかで、１日９時間以
上働いている者が半数近くもいた。それにもかかわらず
月収は、超低賃金とも言える５００元未満が３分の１
（３３％、内３００元未満が３.６％）、５００～８００元が３９％で、８００
元以上は２８％でしかなかった８）。つまり、大半は教育水
準が低く、低賃金、長時間労働の状態なのである。
２０１１年の農民工調査９）によれば、総数は２億５,２７８万人
で、「出稼ぎ型の外出農民工」が１.６億人で、うち、本
人、家族とも離村している「挙家農民工」が３,３００万人
弱である。また、居住郷鎮内で非農業に就業している
「本地農民工」が９,０００万人強である（表６）。
農民工の構成は、男性６５.９％、女性３４.１％で、年齢は
１６～２０歳６.３％、２１～３０歳３２.７％、３１～４０歳２２.７％、４１～
５０歳２４.０％、５１歳以上１４.３％、平均年齢３６歳である。総
数こそ０８年の２億２,５４２万人から、１１年には２億５,２７８万
人と、２,７３６万人増加しているが、その高齢化は顕著で
ある。４１歳以上の農民工の割合は０８年の３０.０％から逐年
増加を続け、１１年には０８年比８.３ポイント増の３８.３％とな
った（ただし、外出農民工１８.２％、本地農民工は６０.
４％）。平均年齢は２歳上昇している。
また、学歴水準は、小学校・未識字程度が、農民工全
体で１５.９％（外出農民工は１１％）、３０歳以下の青年層６.２％
であった。初等中学以下の卒業者は農民工平均で７７.
０％、うち本地農民工は７９.５％、外出農民工は７４.５％で
ある。３０歳以下の青年層では、初等中学以下は６６.０％
で、大卒（短大・専科・本科）以上が１９.５％を占めてい
る（表７）。
０５年調査に比べれば、８０年后、９０年后と言われる一人
っ子世代の青年層割合の大幅な減少（３０歳以下６１％→
１６％）と高齢者割合の増大（４１歳以上１６％→３８％）、小
学校卒業程度までの低学歴者割合の大幅な低下（６６％→
１６％）傾向が顕著である。
つまり、２０１１年時点までは農民工の数は減少していな
いが、高年齢化が進み、若年層の数に先細りと、学歴水
準の上昇が見られ、さらに本地農民工の増加が著しく、
製造業企業が要求する青年層で低賃金・単純労働の担い
手層の供給が縮小している。
戸籍制度に基づく農民工の都市就労の差別的扱いが若
干緩んできているとはいえ、まだまだ都市戸籍者との差
別があり、また、賃金は上昇してきているとはいえ（１１
年の外出農民工の平均月収入は、前年比３５９元、２１.０％up
の２,０４９元）、都市の雇用労働者より低く、農民工の不利
な状況があるなかで、都市部、工業地域で、若年の低賃
金・長時間・単純労働力の農民工を当てにしての供給市
場は縮小しつつあり、「農民慌」といわれる農民工不足
表６ 農民工数の推移
単位：万人、％
２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年
総数 ２２，５４２ ２２，９７８ ２４，２２３ ２５，２７８
外出農民工 １４，０４１ １４，５３３ １５，３３５ １５，８６３
在戸中 １１，１８２ １１，５６７ １２，２６４ １２，５８４
挙家外出 ２，８５９ ２，９６６ ３，０７１ ３，２７９
本地 ８，５０１ ８，４４５ ８，８８８ ９，４１５
総数 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
外出農民工 ６２．３ ６３．２ ６３．３ ６２．８
在戸中 ４９．６ ５０．３ ５０．６ ４９．８
挙家外出 １２．７ １２．９ １２．７ １３．０
本地農民工 ３７．７ ３６．８ ３６．７ ３７．２
注：外出＝調査年中６カ月以上、居住郷鎮（町村）以外で就労
挙家外出＝本人及び家人が居住地外郷鎮地区に居住し就労
本地農民工＝調査年中、６か月以上、居住郷鎮内で非農就労
出所：国家統計局『２０１１年我国農民工調査監測報告』（２０１２年）よ
り作成
表７ 農民工の学歴
単位：％
総数 本地 外出 ３０歳以下
不識字・識字僅少 １．５ ２．１ ０．９ ０．３
小学 １４．４ １８．４ １０．７ ５．９
初等中学 ６１．１ ５９．０ ６２．９ ５９．８
高等中学 １３．２ １３．９ １２．７ １４．５
短大・専科 ４．５ ３．２ ５．８ ８．６
大学以上 ５．３ ３．４ ７．０ １０．９
出所：国家統計局『２０１１年我国農民工調査監測報告』（２０１２年）よ
り作成
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が生じている。今後、需要と供給のミスマッチが拡大す
る可能性が高いのである。
出稼ぎ型農民工、特に８０后、９０后と言われる第二世代
の若年農民工の供給の減少傾向、加えて低賃金・単純・
長時間過剰労働を厭がる層の増加で、「豊富な中の不足」
ともいうべき現象が生じ、農民慌を引き起こしているの
である。
このように、若年層の減少傾向、進学率の上昇、若年
農民工の減少傾向が相まって、工場労働者の採用困難傾
向が増大してきている。事実日系製造業では、経営上の
問題点として「人材（一般ワーカー）の採用難」をあげ
る企業の割合が、０９年２４.５％、１０年４２.７％、１１年４４.３％
と１０年以降急上昇してきた１０）。
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農民工を中核とした豊富な若年労働力を背景に、低賃
金・長時間労働、劣悪な労働条件で使い捨て的な雇用管
理に転機をもたらしたのは、２００８年に施行された「労働
契約法」と低学歴の若年層の労働市場の減少傾向の中で
増大してきた自然発生的な職場放棄・ストライキの頻発
であった。
	

低コスト経営のために、長時間・低賃金、劣悪な労働
条件の下で酷使され、健康被害や生活苦にある実態・イ
メージが広がり、中国内外から改善要求が出ている中
で、中国政府は労働者権益保護を目指した「労働契約
法」を制定し、２００８年１月１日より施行した（後に述べ
るように、２０１３年にはさらなる改訂が行われる）。
この労働契約法は、労働者保護、特に雇用保障の観点
が強く出ている。その主な内容は以下のとおりである。
・労働契約は書面でしなければならない
・労働契約－３回目または１０年以上勤務者の労働契約
は、労働者の申し出があれば「無固定期
間」＝期間の定めのない契約としなければ
ならない
・試用期間－３ヶ月～１年は１ヶ月、１～３年は２ヶ
月、３年以上は６ヶ月
試用期間の適応は１回のみ
賃金は契約賃金の８０％以上、かつ最低賃金
以上
期間中の契約解除・解雇は不適格性が証明
されない限り不可
・解雇／人員整理－倒産、経営難、生産方式の転換など
正当な理由が必要
３０日前までに工会または全従業員に説明
労働行政部門に人員削減計画の届け出
・派遣労働－派遣元は２年以上の期間のある雇用契
約、非就業期間は最低賃金に従って支払う
この労働契約法は、文書による契約の明示と雇用の安
定化を要求している。雇用の安定化は、１０年間継続勤務
してきた労働者は、期間の定めのない「無固定期間雇用
契約」（以下、無固定契約）するかどうかの決定権が労
働者側にあること、また、有期契約を２回連続して契約
してきた場合は、３回目の契約は、「無固定契約」にし
なければならないこと、および、「試用期間」（契約期間
の長さによって、期間は異なる）の適用を１回だけとし
たことである（従来、契約更新のたびに試用期間を設定
する場合が多々見られた）。
また、人員削減をする場合は、契約期間の比較的長
い者、無固定契約者、家庭に他の就業者のいない
者、扶養を要する老人・未成年者のいる者、は優先的に
引き続き雇用しなければならないとしている。つまり、
長期勤続者、被扶養者のいる者等、比較的中高年者ほど
雇用の安定度が高くなるようにしたのである。
これまでは月単位、年単位程度の短期の、場合によれ
ば文書による契約もないまま、雇用契約の繰り返しで、
企業側の都合で随時、雇用を打ち切られることがまま生
じていた。このような雇用が不安定な状態にさらされて
きた労働者の雇用を、労働者が希望すれば、雇用契約期
間のない「無固定雇用契約」に移行することを可能にし
た。
「労働契約法」の施行によって、短期契約の繰り返し
や安易な解雇はできなくなり、これまでの製造業労働者
の「使い捨て的労務管理」は変更を迫られることとなっ
た。
ただ、この労働契約法の施行直前に、これまで長年勤
務した労働者をいったん解雇し、改めて有期契約を結ぶ
（つまり、これまでの勤続年数が１０年の中に算入され
ず、勤続初年目とし、また１回目の有期契約とする）、
不当行為まがいの事件がいくつも起きている１１）。
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他方、２０００年代後半から１０年にかけて、特に、次に見
る労働契約法施行後、労働争議が激増し、ヤマネコスト
ともいうべき職場放棄事件１２）が頻発した。労働争議を調
停する「仲裁委員会」の受理件数は年々増加し、０８年に
は０６年の倍以上の６９.３万件にも達し、その後やや減少し
て、１１年は５８.９万件になった。他方、集団労働争議件数
は、減少傾向にあったが、０８年に急増（０７年比７１.２％増
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の２１,８８０件）、その後急減１１年は７,０００件になっている。
争議ではないが、台湾資本のワーカ ３ー１万人を擁する
富士康国際（フォックスコン）深工場で、０７年から１０
年にかけて１８～２４歳の青年の連続とも言える１３件の自
殺・自殺未遂事件が起きていた。その背景分析には諸説
あるが、一つは、富士康の極度に効率化された就業体制
と従業員管理、人間関係の希薄さにある。富士康の労働
実態は、ひどく単調で、一時もしゃがむ余裕さえもない
ほどのベルトコンベアに張り付いた作業で、基本給が９００
元と低く、それでは生活できないため進んで残業をした
がる、だれもが自主的に単調な長時間労働に駆り立てら
れる「残業王国」となっている。しかも、人間関係が希
薄で、宿舎の同室者の名前も知らず、ほとんど話すこと
もないという１３）。
この富士康の「連続自殺事件」が社会問題化する中
で、２０１０年にストライキが多発した。日系企業も例外で
なく、むしろ他の外資に比べ多かったほどである。特に
５月から６月にかけて数多くのストライキが発生してい
る。姫田の報告１４）に基づくと、国有企業を含む中国企業
で１１件、日本を含む外資系企業で１９件（うち日系１１件）
も発生しており、また、皿田・他の報告１５）では、５月か
ら８月に大連経済技術開発区で７３社のストライキがあ
り、その内４８社が日系企業であった。
携帯電話とインターネットで情報を共有し、TVで海
外の「豊かな生活」を知ってしまった、農民工第二世代
である、８０后、９０后と言われる若い世代が、低賃金で、
長時間・単純労働を繰り返す工場と相部屋の寮との間を
往復するだけの囲い込み生活に、不満や鬱積を抱え込ん
でいること、そして労働契約法で労働者の権益を知った
若者が、自らの「自己実現」を要求して、立ちあがるこ
とは容易に想像が付く。それが、１０年のストライキ頻発
の要因であったと言ってよいであろう。もっとも、その
ほとんどは賃上げで解決し、その他の労働条件の改善は
行われていない。
この中で、広東省仏山市にあるホンダの部品工場・南
海本田零部件製造有限公司で起きた１０年５月１７日～６月
４日まで続いたストライキは、中国の外資系企業の労使
関係に大きな変化をもたらすものであった。
このストは、当初現場労働者は１,８００人の内の１００人程
度の従業員が賃上げを要求しての職場放棄に始まった。
要求は基本給８００元 upと毎年の賃金上昇率を１５％とす
る、というものだった（この時点での南海本田のワー
カーの賃金月額〈実質支給額〉は１,１２０元であった）。そ
の後、８００元の賃金 upとともに、勤続補助の追加、ス
ト参加者を解雇しないこと、工会の再組織等、６項目の
「従業員の要求」がまとめられ、さらに６月１日には
「すべての労働者と社会各界に宛てた公開状」が公表さ
れた。それは、このストを「権益保護闘争」と位置づ
け、しかも本田南海の従業員のみならず「全国の労働者
の権益にも関心をも（ち）」、「労働者の権益に関心をも
つ」と書かれていた。つまり、自己の賃金だけでなく、
全労働者の権益の保護、工会の再組織等を要求する画期
的なものであった。また、日本人駐在員との巨大な賃金
格差を批判するプラカードも現れ、「格差」への批判の
芽も見られた。
最終的には、６月４日に、南海地区労働部門が主催
し、労使双方の代表と、広州ホンダの総経理を勤めたこ
とのある広州汽車集団副董事長兼総経理の曾慶洪が第三
者として出席し（工会は出席せず）、現行賃金の３５％up
（ワーカーの賃金は２,０４４元となった）とスト参加者の責
任追及をしないことで合意し、ストライキは終結した。
ただし、工会の再組織要求は黙殺された１６）。
この南海本田のストを契機に、各地で日系企業のスト
が頻発するなかで、大幅な賃上げが実現し、また、労使
間の協議の場が設けられるようになり、かつ、日常的な
労使間のコミュニケーションを図る企業が多くなった。
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ストライキの頻発、物価上昇の中で、ここ数年、中国
の最低賃金と賃金の上昇が著しい。
最低賃金の上昇
中国の最低賃金は２００４年に労働社会保障部（現・人力
資源社会保障部）が公布した「中華人民共和国最低賃金
規程」基づき、地域ごとに、全日制労働者は最低月給
を、非全日制労働者は最低時給を決めることになってい
る。
その最低賃金がここ数年急激に上昇している。いくつ
かの地域の最低賃金の推移をみると表８の通りである。
２００９年はリーマン・ショックの影響で改訂されなかっ
たが、上海市は０５年の６９０元から１２年には２倍超の１,４５０
元に、深市は６９０元から１,５００元に、北京市は５８０元か
ら１,２５０元に、天津市は５９０元から１,３１０元と軒並み２倍を
超える上昇であった。特に、１０年以降は毎年１００元超の
上昇である。ただ、広東省は、１０年と１１年ともに年２回
の改訂がなされたが、１２年は経済の低迷があり、８月段
階では改訂が見送られており、広州市の１１年時点で０５年
の６８４元から１,３００元となっている。
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賃金の上昇
中国の賃金は、地域、企業形態、職種・職位等によっ
て格差が大きく、平均でその実態を示すことは難しい
が、企業形態別に見ると、１０年の平均賃金額は、欧米日
系外資企業が最も高く、次いで国営企業である。城鎮集
団企業は最下位であり、欧米日外資系の６割弱でしかな
い（表９）。ただし、日系企業は欧米系企業に比べ低
い。
他方、職位による格差も著しく、全国商工会の「２０１１
年中国賃金推移報告書」（１０年調査）によれば、国営企
業の幹部と一般労働者の格差は１８倍にも達している。な
お、単純ワーカーの基本給は、「法定最低賃金とほぼ同
額が普通」である、といわれる１７）。日系製造業企業の格
差はそれほど大きくないが、それでも、年間総額（中央
値）で、工場長１４万元強に対して、班長・組長は３.６万
元強、熟練工が２.７万元、一般工員は２.２万元弱でしかな
表８ 最低賃金の推移
単位：元
年 上海市 北京市 深市 天津市
２０００ ４４５ － ５４７ －
２００５ ６９０ ５８０ ６９０ ５９０
２００６ ７５０ － － －
２００７ ８４０ ７３０ ８５０ ７４０
２００８ ９６０ ８００ １，０００ ８２０
２００９ ９６０ ８００ １，０００ ８２０
２０１０ １，１２０ ９６０ １，１００ ９２０
２０１１ １，２８０ １，１６０ １，３２０ １，１６０
２０１２ １，４５０ １，２５０ １，５００ １，３１０
注：天津市は個人負担の社会保険料、住宅積立金を含む。
出所：００年～１１年は日本厚生労働省『２０１０～２０１１年海外情勢報
告』、１２年は「りそな銀行アジアニュース」（H２４／３／２６）
より作成
表９ 平均賃金の推移
単位：元、％
年
全体 国有企業 城鎮集団企業 香港・澳門・台湾系 外資系
金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比
２００６ ２０，８５６ １４．６ ２１，７０６ １４．４ １２，８６６ １５．１ １９，６７８ １０．３ ２６，５５２ １２．４
２００７ ２４，７２１ １８．６ ２６，１００ ２０．２ １５，４４４ ２０．０ ２２，６９３ １４．５ ２９，５９４ １１．５
２００８ ２８，８９６ １６．９ ３０，２８７ １６．０ １８，１０３ １７．２ ２６，０８３ １５．４ ３４，２５０ １５．７
２００９ ３２，２４４ １１．６ ３４，１３０ １２．７ ２０，６０７ １３．８ ２８，０９０ ７．７ ３７，１０１ ８．３
２０１０ ３６，５３９ １３．３ ３８，３５９ １２．４ ２４，０１０ １６．５ ３１，９８３ １３．９ ４１，７３９ １２．５
２０１１ ４１，７９９ １４．４ ４３，４８３ １３．４ ２８，７９１ １９．９ n．a． n．a． n．a． n．a．
原資料：中国統計年鑑各年版
出所：JETRO『中国の地域別労働環境』（２０１２年８月号 Vol．１７）より作成
表１０ 日系企業の中国生産労働者の賃金（２０１０年）
単位：元
工場長 班長・組長 熟練工 一般工員
サンプル数（社） ６５ １６３ １２１ １５７
基本給平均値 ９，９７０ ２，３１７ １，７３８ １，３９２
基本給中央値 ８，３２５ ２，２００ １，６６０ １，２９４
月間収入平均値 １１，４０５ ３，０１２ ２，２１２ １，７３９
月間収入中央値 ９，６９１ ２，７５０ ２，０００ １，６５０
年間総額平均値 １６０，８４３ ４１，２１０ ２９，９９４ ２３，００８
年間総額中央値 １４３，２３８ ３６，３７３ ２７，０００ ２１，７６８
２０１０年度昇給率（％） １０．８ １４．３ １５．４ １５．２
注：「日系企業中国現地社員給与動向調査」（２０１０年１２月実施）
出所：（株）NNA『日系企業中国現地社員給与動向２０１１年版』（２０１１年）より作成
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く、工場長は一般行員の６.６倍になっている（表１０）。
ただ、どの企業形態も毎年１０数パーセント以上の上昇
率で、全国平均では、０６年の２０,８５６元に対して１１年は４１,
７９９元で、２倍超になっている。日系企業の１０年度の平
均上昇率は１０％を超えており、熟練工や一般行員は１５％
超である。
つまり、０６年以降５年間で賃金はおおむね２倍以上に
なっていると思われる。しかし、日欧米に比べ中国の賃
金水準はまだまだ低位である。とは言え、１日３時間以
上の残業、休日である土曜日出勤が多い中国の就業実態
の中で、残業手当５０％、土曜・休日出勤１００％、休日残
業２００％という割増賃金支給の義務があり（「実際の賃金
支払い額では基本給より残業＋休日出勤部分の方が大き
くなるのが普通」と言われる１８））、加えて社会保険（基
本養老保険＝基礎年金、基本医療保険、失業保険、工傷
＝労災保険、生育＝出産保険）の日本に比べ企業負担割
合が高い掛け金（工傷保険と生育保険は全額企業負
担）１９）と住宅公共積立金があり、人件費コストは賃金額
で見られる以上に上昇している。
その結果、JETROの調査２０）によれば、中国の日系企
業が抱える「経営上の問題点」では、「従業員の賃金上
昇」との回答が年々増大し、かつ他の項目、他のアジア
のそれに比べて群を抜いて高い割合（８４.４％）となって
いる。
 派遣労働者の増大とその規制
このような賃金上昇の傾向と労働契約法に代表される
ような労働者保護政策の進展によって、以前のような低
賃金、長時間過重労働を強いる原生的労資関係による労
務管理は難しくなってきた。そこで、普及してきたのが
派遣労働者の導入であった。０８年以降、派遣労働を導入
する企業が増加、派遣労働者が急増した。
政府データによれば０７年末に２,０００万人であったもの
が０９年には２,７００万人となり、中国総工会は１０年度末の
調査では「国内労務派遣職工」は６,０００万人を超え、全
職工が３億人と計算すると、その２０％に達している、と
発表している２１）。
０８年の「労働契約法」で、派遣労働者の導入は「臨時
的、補助的、もしくは代替的業務の職場で実施されるべ
き」で、かつ「企業は同一労働同一賃金を遵守しなけれ
ばならない」とされていたが、社会保険料の節約（雇用
主側が払うべき社会保険料は派遣元企業負担）や無固定
契約を嫌い、また、実際には、派遣労働者と正規労働者
との間で、賃金水準、福利厚生、社会保険面で、「一定
の格差が存在し」、「同一労働同一賃金がまもられていな
い状況が当たり前となって」おり、企業にとって、派遣
労働者の導入は大きなメリットとなっていた２２）。そし
て、「曖昧な定義による混乱や悪質企業が横行」２３）するこ
とになった。
このような派遣労働の実態に対して、人力資源・社会
保障部は全国総工会の「６,０００万人超」との数値は認め
なかったが、２,７００万人でも「多すぎる（太大）ので、
更に検討する必要がある」との認識を示した２４）。
つまり、中国政府も派遣労働の実態に問題を感じてい
たのである。そして、報道２５）によれば、中国人民代表大
会常務委員会は、２０１２年末に改正労働契約法の決定を採
決し、派遣労働の利用の限定の強化と同一労働同一賃金
を明確にした。その内容は、その雇用を６ヶ月以内に、
また「産休や勉強などで労働者が休暇を取った場合に限
られる」とし、また企業が雇える派遣労働者に制限を設
け、規定数以上派遣労働者を雇うことを禁止し（具体的
な規定は今後決める予定）、「派遣労働は補足的なもので
あり、臨時性、補助性、代替性の仕事のみ」と規定し
た。さらに、「派遣労働者は正規労働者と同一労働同一
賃金の権利を有する」「企業は派遣労働者に正規労働者
と同じ労働報酬分配を実施しなければならない」として
いる。実施は１３年７月から施行される。
このような動きの中で、外資企業のチャイナ・コスト
維持にも陰りが現れ始めている。そこに現れてきたの
が、「チャイナ＋１」の動きである。この動きについて
は別途検討したい。
しかし、低賃金、長時間過重労働がなくなったわけで
はないことは、明記しておきたい。
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「はじめに」で見てきたように、日系企業のみならず
初期（中国の「改革開放政策」以降、１９９０年代）の下で
中国に進出した外資系企業は製造業が中心であった。日
系企業のそれを見ると、表１１に見られるように、９０年代
末の中国本土（香港、澳門を除く）に進出した日系現地
法人の大半は製造業であった。その後非製造業企業の進
出割合が増加し、２０１０年度には製造業割合は６割にまで
低下してきている。しかし、現地従業員数では、近年若
干低下してきているとはいえ、製造業企業の従業員が
９０％前後を占め続けてきた。
２０１０年度末の日系企業の状況を見ると、法人数４,６１９
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社で、内製造業企業２,８４６社と６１.６％を占めている。従業
員数は１４８万人強、その内製造業企業従業員が１３１.６万人
強で８８.７％を占めている２６）。つまり在中国日系企業の従
業員の大半は製造業企業の従業員であり、その多くが工
場労働者で、そのほとんどが現地採用の中国人労働者で
あると考えられる。
その現地従業員の管理では、日系企業の経営者たち
は、いろいろな問題や悩みを抱えながら、試行錯誤して
きた。ホワイトカラー層のそれについてはすでに検討し
たことがあるので［柴田２０１２a］、今回は主に工場労働
者の管理について検討したい。
 	
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見てきたように、２０００年代後半から全体的に中国の工
場労働者の状況に大きな変化が見られた。日系企業の場
合はどうであろうか。以下、筆者が調査を行ったいくつ
かの日系企業の工場労働者に対する人事管理を中心に見
てみよう。対象企業は表１２に示した通りである。
ただし、これら対象とした企業は、後に詳しく紹介す
るように、必ずしも日系企業の製造業を、そして工場労
働者の労務管理を代表するものではない。むしろ特殊な
タイプであるかとも思われる。しかし、その中にも日系
企業の労務管理に共通する部分もあると思われる。
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NK社と DI社は共に日本のタオル産地・香川県今治
市に所在する従業員１００人前後（K社７５人、I社１３０人－
２０１１年１２月現在）のタオルメーカーが、若年女子労働力
不足とコスト上昇の中で、生き残るために中国に設立し
た企業である。
タオルの生産工程を簡単に記すと以下のとおりであ
る。紡績会社から購入した糸の漂白・染色（先染）→整
経→製織（機械織）→シャーリング加工（パイルのカッ
表１１ 日系企業数・従業員数の推移
（香港、澳門を除く中国本土）
年度
法人数（社） 従業員数（人）
全産業 製造業
製造業
割合
（％）
全産業 製造業
製造業
割合
（％）
１９９８ １，４０７ １，１４５ ８１．４ ３９７，４６０ ３５９，１６０ ９０．４
１９９９ １，５７３ １，１６６ ７４．１ ４７８，９０６ ４４０，１３９ ９１．９
２０００ １，７１２ １，２６３ ７３．８ ５４９，４１２ ５０８，１５３ ９２．５
２００１ １，５５７ １，１５６ ７４．２ ５３１，４００ ４９１，７０６ ９２．５
２００２ １，８７０ １，３８４ ７４．０ ６９７，４０２ ６４７，３５０ ９２．８
２００３ ２，２１４ １，５７８ ７１．３ ９１４，１５８ ８４７，５１６ ９２．７
２００４ ２，７０４ １，９２７ ７１．３ １，００９，６７９ ９３４，６８９ ９２．６
２００５ ３，１３９ ２，１５６ ６８．７ １，２０６，８１０１，１１０，５６０ ９２．０
２００６ ３，５２０ ２，３７６ ６７．５ １，２８９，９８６１，１８５，６４９ ９１．９
２００７ ３，７８１ ２，４８５ ６５．７ １，４２７，７６９１，３０２，７１３ ９１．２
２００８ ４，２１３ ２，６７７ ６３．５ １，３４５，０５９１，１８５，０９７ ８８．１
２００９ ４，５０２ ２，８３２ ６２．９ １，４０７，４５８１，２４５，４９８ ８８．５
２０１０ ４，６１９ ２，８４６ ６１．６ １，４８２，９００１，３１５，９１６ ８８．７
出所：経済産業省「海外事業活動基本調査」各年より作成
表１２ 調査対象企業
調査企業 NK社 DI社 BK社 HK社
業種 タオル製造 タオル製造・販売 船用機械製造 大型建設土木機械製造
日本本社 K 社 I 社 K重工 H建機 社
中国社所在地 江蘇省南通市 遼寧省大連市 湖北省武漢市 安徽省合肥市
操業開始年月 １９９５年５月 １９９２年 １９９８年１月 １９９５年１２月
企業形態 独資 独資 合弁 独資
現在の資本金 １，００６万 US$ １，５７０万 US$ １１億円 ８億元
資本金出資割合 日本親会社１００％
I社８２．５％、
日本商社１７．５％
日本親会社５５％、
中国４５％
日本親会社８１．３％、
日本商社１０．０％、
他８．７％
直近の売上 ２３億円（１１年度） ４，２００万 US＄（１１年度） ９９億元（１０年度）
董事長 日本人（非常駐） 日本人（非常駐） 中国人 日本人
総経理 日本人（常駐） 日本人（常駐） 日本人（常駐） 日本人（常住）
現在の従業員数 約７００人 約１，９００人 １８８人 ２，０４４人
日本人駐在員数 ４人 ４人 ３人 ２７人
調査日 ２０１２／２／２９ ２０１２／３／１ ２０１２／９／３ ２０１０／９／
在中国日系企業の人事管理（３） 53
企画部
染色課
営業部
製経課
総経理 副総経理 工場長 副工場長 製造部
染色課
プリント課
縫製課
刺繍課
仕上1課
仕上2課
ト）→染色→洗い（糊抜き）→乾燥→仕上加工→検査→
出荷である。なお、ジャガード機による模様織の場合
は、デザイン、紋紙部門が入ってくる。紋紙部門は、現
在はコンピュータ処理されたフロッピーに替ってい
る２７）。今治産地では、この工程は、製織業者（タオル
メーカー）を中心に、小零細な染色業者、捺染業者、縫
製業者の協同となっており、多くはタオルメーカーに注
文を出す問屋に支配されていた／いる２７）。
このタオル生産は労働力集約型で、生産現場は３K職
場と言われる。特に、製織、乾燥部門は騒音がし、製
織、縫製部門は糸ほこり（毛羽）が舞う環境である。ま
た、多くの工程、特に縫製（裁断、タオルのミミ部分の
縫製、模様縫い込み）、仕上げ（検品、袋・箱入れ）で
人手を要する。そして、染色やシャーリング部門では眼
の良さ、縫製（ミシン作業）や仕上工程では手先の器用
さが要求される。ともに労働集約型の単純作業である。
そのことは、必定、大勢の安価な若い女性労働力を要求
することになる。他方、１人前になるのに、染工で２～
３年、製織機械の調整、糸切れの繋ぎは５～１０年、機械
装置の運転には最低１年の経験が必要だと言われる。た
だし、単純作業の熟練は作業速度のスピードアップとし
てあらわれるが、その速さは１～２年で頂点に達する。
この安価な若い女性労働力不足が、K社、I社が中国
に進出した最大の理由であった。両社は１９９０年代の初期
に中国に染色から出荷までの一貫生産工場子会社を設立
した。
両社は、主に日本本社から発注されるタオルの製造会
社であり、タオル生産工場として、その生産工程に大き
な違いはないが、日本本社の経営方針の違いにより、製
品に相違がある。NK社は、製品のほとんどが販売促進
用やプロ野球の球団名・ロゴ入り、キャラクター入り等
の大量生産の普及品タオルである。若干中国の注文主か
らの OEM生産も行っている。他方、DI社は、欧米の有
名デザイナーとのライセンス契約による OEM生産とと
もに、日本の有名デザイナーと提携した自社ブランドの
タオル生産を目指す日本本社の方針の下で、中上級タオ
ル製品の生産を行い、日本および欧米に輸出するだけで
なく、中国の中産者以上層をターゲットにした中国内市
場販売を目指している。事実、I社は中国国内のデパー
トを中心に自社ブランド製品の売り場を確保している。
以下、両社の組織・機構及び現地工場従業員の労務管
理の実態を見ていこう。
NK社
NK社が南通市に進出を決定してから２０年になる。１２
年現在、従業員数は約７００人で、その８０％が女性である
が、長期勤続者が多く、近年は「高齢化」してきてい
る。最長勤続者は操業前に開設要因入社した高卒の１期
生で、２０年になる。日本人（駐在員）は総経理、副総経
理２人と技術指導担当（ラインの役付きではない）の４
人で、他はすべて現地採用の中国人であり、そのトップ
は副総経理である。なお、忙しい時のみ１０人程度「近所
のおばちゃん」を臨時で採用している。
＊機構・組織は図１のとおりである。
日本本社の社長が月１回程度来社し、工場経営の監督
を行っている。企業運営は完全に日本本社の指揮下にあ
ると言ってよい。
＊勤務形態
勤務形態は、企画、営業、仕上職場は８ :００～１６:３０
（昼休み３０分）の昼勤、縫製、プリント、刺繍職場は８ :
００～１６:３０、１６:３０～２４:００の２交代制で、１週間単位
でシフトが変わる。製経、染色、織機職場は３交代制で
１～３カ月単位でシフトが変わる。
＊職制と職級
製造現場の職制は、一般→組長→班長→係長→班主任
→課長→部長→副工場長→工場長となっている。なお、
現在、副工場長が工会長となっており、待遇は、如東県
工会からの要求もあって副総経理扱いとなっている。
職級は、１級～１１級の１１段階で、中卒の初任格付けが
１級、高卒が２級、３級が専科・短大・本科卒の初任格
付けである。中途入社者は各学歴の新卒者と同じ格付け
で出発する。
職制と職級の関連は、表１３に見られるように、職制と
ほぼ対応した職級となり、ポストが足りないときは、級
扱いをする（ex. 班長級、課長級、部長級）。
図１ ＮＫ社組織図（２０１２年３月現在）
出所：聴き取りより筆者作成
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＊採用・教育・離職
操業準備段階で、会社（工場）のある如東県政府から
の推薦者を採用した（第１期生）。それ以降は、学歴不
問で、公募している。初期は１０人募集すると５０～１００人
の応募があった。ほとんどが南通市如東県人である。
現在の契約システムは、１回目１年契約、２回目３年
契約、３回目は無固定期間契約である。
日本本社で３年程度研修した。現在、彼らが NK社の
幹部となっている。
現在も日本での研修を続けており、毎年２０人程度１年
ないし３年の研修者を送り出している。２０１２年度は、３
年研修者６名、１年研修者６名を派遣している。日本本
社での扱いは、１年は研修生、後２年は実習生扱いであ
る。希望者は毎年７０名位いる。選抜は業務成績、総経理
面接で決定している。
それ以外の教育訓練は日常的な OJTである。職場
ローテーションは、従業員が望まないので実行はなかな
か難しいという（総経理・談）。なお、毎朝、部門長、
リーダーを集めた朝礼をし、また作業コスト委員会を設
置し、改善提案を奨励している。
離職者は少ないという。如東県は農村社会で近在にそ
れほど多くの雇用の場がないことも影響しているのであ
ろう。
＊昇進・昇級・賃金制度
昇進・昇給は能力評価で行い、直属上司が一次評価を
し、最終判断は総経理が行っている。
給与体系は基本給、技術給、役職手当、資格手当、特
別手当、日本語手当等で構成されている。
基本給は、級号制で級は職級に対応し、それぞれの職
級に１～５０号まであった。２０１２年に１～１０号を廃止し、
現在は２０～５０号である。７００人の従業員に、形式的には
１１級 ×４０号で４４０段階の賃金テーブルである。昨年ま
では何と５５０段階であった。
初任給格付けは、中卒が１級１１号（２０１２年の金額６７０
元）、高卒２級１１号（同７０１元）、大卒が３級１１号（同７４９
元）である。４級以上は役職と連動している。毎年１号
昇給する。基本給に関する限り年功的である。ただし、
能力評価によって飛び昇給もある。
技術給は、現場労働者は固定部分３割で７割は能率に
応じた歩合で支給され、事務職はすべて固定である。
役職手当は組長以上から付き、A～Eの５段階評価で
異なる。２０１２年の手当の例をあげると表１４の通りであ
る。
それぞれの A～Eの差はそれほど大きくないが、役職
による差は大きく、副総経理の A評価者は組長の A評
価者の５６倍にもなる。
その他の手当には、残業・休日出勤手当（ともに基本
給に連動）はもちろん、資格手当、特別手当、日本語手
当等がある。日本語手当は、通常職務をしながら、日本
語通訳をするものに支払われる。後に見るように、方言
が強いため、日本人とのコミュニケーションに何人かの
日本語通訳ができるものが必要なのである。
現場労働者の月収は平均すると２,２００元、事務部門の
職員３,０００元程度である。現場労働者の所得には、超過
勤務・休日出勤手当の占める割合が多いと推測される。
＊経営理念と躾・規律管理
NK社の工場管理では経営理念と躾・規律管理が強調
されている。
経営理念としては、「美と夢・ときめきの提供」、「創
造性・独自性の重視」、「チャレンジ」をスローガンに、
「誠心誠意の行動で最高の品質と価格の低廉化に全力を
表１４ NK社の評価・役職手当例
評価 手当額（単位：元／月）
ランク 組長 副総経理
A １５０ ８，４００
B １４０ ８，２００
C １３０ ８，０００
D １２０ ７，８００
E １１０ ７，６００
注：２０１２年３月時点
出所：筆者聴き取りより作成
表１３ NK社の職級と職制
２０１２年３月現在
職級 職制
１級 ― 中卒初任格付け
２級 ― 高卒初任格付け
３級 ― 専科・短大・本科初任格付け
４級 ― 組長
５級 ― 班長（級）
６級 ― 係長（級）
７級 ― 副主任（級）
８級 ― 主任・課長・部長（級）
９級 ― 部長
１０級 ― 副工場長
１１級 ― 工場長
出所：聴き取りより筆者作成
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あげる」（なぜかこれは日本語で表記されている）とし
ている。
そして、礼儀正しい工員となり、「団結就是力量」（団
結は力）として、「団隊精神の創造」を呼び掛け、ま
た、自己点検・相互点検による無欠陥産品の確保も呼び
かけている。また、「工場管理方針」として、工場内で
は、規定の作業服、作業靴の着用、作業・休息時間の厳
守、規定通りの清掃の実行など、つまり規定順守が呼び
掛けられている（以上、工場内看板より）。
これらの規律に対する違反には罰金があるが、罰金を
受ける者は近年減少してきている。「管理体制で締める
だけでは駄目」（総経理・談）ということである。
また、従業員間のコミュニケーションおよび福利厚生
の一環として、年１回の旅行（希望者のみ）をおこなっ
ている。２０１１年は１１月に２班に分かれて杭州の西湖、安
徽省の黄山に社員旅行をした。
＊人事管理上の問題点
如東県は農村社会で、ムラ秩序があり、従業員のムラ
内地位（上下）と企業内地位（上下）の逆転があり、職
場内での人間関係が難しい。方言（如東‹Rudong›語）が
強く、日本人と現地労働者との意志の疎通に齟齬が生じ
る場合がある。とくに「日本人の曖昧な表現は誤解を招
く」という（日本本社社長・談）。また、従業員の行動
に、いくつかの問題が見られる。日本本社工場に比べる
と、ミスが多く、中には故意の場合もある。昇級や日本
研修の選抜過程で、陰で金が動いたりする場合もある
し、足の引っ張り合いもある、という。
つまり、地域社会の影響や従業員の人格的側面で若干
の困難があるようである。とは言え、現在までのところ
経営上に大きな影響が出るほどではない。
DI 社
DI社はすでに述べたように、染色から検品、包装ま
でのタオルの一貫生産工場で、ハンカチタオル、バスタ
オル等を月３００万枚生産している。
ただし、デザインは日本で、日本や欧米の有名デザイ
ナーとライセンス契約をむすび、そのデザインをコンピ
ュータ処理したものが、フロッピーデスクで DI社工場
に送られ、自動織機で織りあげ、日本本社のブランドタ
オルおよび OEM生産を行っている。
１１年現在、製品の９割は日本本社に輸出しているが、
５年計画で中国国内販売を半分にするのが日本本社の方
針である。中国国内販売は、問屋を通さない直販方式
で、日本本社直轄の販売店（主に中国のデパートに直売
店）で、２０１１年末までに１００店舗を展開している。２０１２
年末までに１３５店舗にする予定である。中国国内で富裕
層を販売対象とする I社ブランド製品は、将来的にはデ
ザインも含めて中国で生産する方針である。従業員数は
１,９００人（男性１０％、女性９０％)で、平均年齢は３０歳、
ワーカーは２０歳強である。つまり、工場労働者は若い女
性が大半を占めているのである。最大時（０６年）２,７００
人くらいいたが、その後、退職者不補充、契約打ち切り
等で人員を削減した。
＊役職構成
董事長は日本本社社長で、本社役員の一人が総経理と
して駐在し、以下、副総経理－工場長－部長（総務・人
事１、工場２）－次長－課長－係長－主任－班長―一
般、という役職構成となっている。副総経理以下すべて
中国人である。中国人の幹部は第１期採用者がなってい
る。他に、施設・設備とプリント職場に技術指導者とし
ている。
＊勤務形態
設備、染色、製織職場は３交代制、オフィスおよび最
も人海戦術的職場である、ミシン、検品職場等は昼勤
（８：００～１６:３０）である。
＊採用・研修・離職
設立時に、幹部候補生として１期生の募集を一般公募
で行った。その時の応募者は約２,０００人で、書類選考で
１０００人に絞り、面接をし、３０人を１年契約で採用した
（全員大卒）。彼らを半年間日本本社でタオル生産の技術
と日本語の研修を行った。彼らの半分程度は２０年後の現
在も勤続し幹部となっている。また、半年後ワーカーの
募集（２期生）を行い、３期生までで残っている者が、
現在の工場長以下、工場現場の責任者になっている
現在は、募集に応募してきたものを選考し、試用期間
で研修を行い、その後正規採用という形を取っている。
１０年前までは東北３省の子供を１００人単位で採用して
いた。住居（寮）、賃金、仕事の心配なし、ということ
で応募が多かった。現在は１０人位しか募集していない。
優秀な従業員は、日本本社で１～３年間の研修にだし
ている。
離職者の９５％は入社１年以内に辞めるが、１年以上の
勤続になるとほとんど辞めないという。退職理由も、以
前は賃金が第１の理由であったが、現在では１番目は職
場環境（３K）で、賃金は５番目ぐらいになってきてい
る。１年勤務を続けるとその後の退職はほとんどない。
ただし、１年契約なので、契約終了で入れ替えることが
できる（だから現場は若い）。
＊処遇（昇進・昇級）
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DI社は職能等級制を取っており、基本給はこれで決
定されている。
職能等級は、１０等級から１等級までの１０段階であり、
１０等級は中卒初任格付け、９等級は高卒初任格付け、８
等級が大卒〈本科・専科〉初任格付けである。７等級以
上は役職昇進で昇級し、１等級が部長である（表１５）。
つまり、役職と職能等級がパラレルである。
昇進・昇級は、かつては年功的であったが、現在は能
力評価で行っている。保全関係は労働者は「労務工」と
して入社し、査定して、１年後に「社員」に変更する。
能力評価は年１回で３段階査定であり、課長以上で構成
する幹部会で行っている。評価基準は、人の管理、物品
管理、計画生産量達成度（ミシン、検品作業は個人の、
染色や設備保全等のチーム作業はチームの作業量）等で
行っている。
なお、小集団活動、提案制度は導入していない。
＊賃金
職能等級で決まる基本給と手当（役付手当、技能手当
〈特殊技能者〉、休日出勤手当、皆勤手当、等）で構成さ
れている。成果給は導入していないが、ボーナスに反映
させている。
２０１１年度の基本給は１０等級（中卒労務工・最低賃金）
で１,１００元、高卒事務職（社員）は１,３００元である。役付
き手当は、班長で２５０元／月、部長になると４,０００元／月
である。役付き手当の割合が高いと言える。休日出勤手
当は国の規定通り、土、日は２倍、法定休日は３倍であ
る。
ベアは年１回で、工会との交渉であるが、２０１２年は、
一般職は一律、役職者は能力評価で行なった。ただし、
毎年一律でするとは限らない。１１年は組合の要求もあっ
て勤続年数で差をつけた。
＊福利厚生
寮費無料の社員寮がある。０１年段階では７割の従業員
が入寮していたが、既婚者が増えた１２年現在では４割に
減少している。通勤用に通勤送迎バスを運行している。
工場では、３交代勤務もあるので、朝、昼、夕、夜の
食事を用意している。１食５元くらいであり、昼食は会
社負担、他は会社・従業員半々負担としている。
その他、夏の海水浴、年末の忘年会などを行い、従業
員の親睦をはかっている。また、優秀社員表彰をし、総
経理賞を出している。
＊中国人従業員への評価
ハングリー精神があり、「日本（本社）には負けたく
ない」という意識が強く、技能修得意欲も高く、２００５年
のベトナム工場（IV社）の新設では、DI社の中国人従
業員が指導に行っているほどである。
ただ、近年、若い従業員の行動様式が変わってきたと
いう。０６年ころまでは、住居（寮）、賃金、仕事の心配
なしが魅力であり、給料は、生活費を除いて、家に送金
するのが主流であったが、現在は大半が自分のために消
費するという。
 BK
BK社は、日本の K重工と中国国営の船用機械の総合
メーカーである武漢船用機械有限責任公司（以下、
WMMP）との合弁企業で、主に船用機械サイドスラス
タ ２ー８）を生産している。２０１２年段階の生産能力は年産３００
台で、操業以来現在まで１７年間の生産台数は累計２,６３０
台である。
＊組織機構
董事会メンバーは５人でその構成は、董事長（中）、
副董事長（川崎）、董事３名（中１、日２）である。業
務執行機構は、総経理（日）、副総経理（中）、総経理助
理２名（中１，日１）の下に、８部１３科１所体制とってい
る（図２参照）
＊生産プロセスの特徴
本企業の製品・サイドスラスターは、大量生産製品と
は異なり、受注生産型個別ロット生産（受注・一品生
産）で、部品は一部購入されるものがあるが大半は内製
している。主要生産工程は、部品の機械加工（切削、曲
げ等）・溶接→組立→製品テストである。
生産は、K重工のサイドスラスター生産の技術、ノウ
ハウ、生産管理方式によって行うことが合意されてい
る。つまり、工場運営の主体は日本側にあり、董事会、
表１５ DI社の職能等級と職制
２０１２年３月現在
職能等級 職制
１０級 ― 中卒初任格付け
９級 ― 高卒初任格付け
８級 ― 専科・短大・本科初任格付け
７級 ― 一般
６級 ― 班長
５級 ― 主任
４級 ― 係長
３級 ― 課長
２級 ― 次長
１級 ― 部長
出所：聴き取りより筆者作成
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管理体系部 管理体系科
管理財務部 財務科
総経理助理― SE科
人事総務部 人事科
総務科
総経理 営業部 営業科
上海事務所
副総経経理 設計部 設計科
ＡＳ部* AS・技術科
AS科*
生産部 調達科
工務科
総経理助理 製造科
*AS＝After Sales Service
品証部 品質保証科
副総経理はほとんどタッチしない（総経理・談）。
主要作業は、一品一品形状が異なる、また製品の形状
はほぼ同一であっても一品一品大きさが異なる部品の製
造、組立つまり、製缶、溶接、NC加工機の操作、組立
であり、各種部品の精度は１０ミクロン単位で、精密加工
製品ほど高くはないが、資格の必要（溶接、非破壊検
査、玉掛け、クレーン操作等）と一定の熟練と創意工夫
を要し、かつ、作業者間の横の連携・チームワークが必
要な作業である。
この労働・作業の特性が、従業員の定着・勤続と協働
意識形成を要請してくる。このことが、本企業の人事管
理の在り方に大きく影響していると思われる。
＊従業員構成と役職構成
まず、従業員構成の推移（表１６）を見よう。
設立当初（９５年）は、日本本社からの派遣者（出張者
扱い）５名、合弁相手企業（WMMP社）からの派遣者
（出向者）８名、現地採用者（１３名）、計２６名で出発し
た。
その後、徐々に現地採用者（ほとんどが経験者）を増
加させ、９８年には１００名を超えた。同時に、臨時従業員
として、当時増加しはじめた他社の下者（レイ・オフ
された者）２９）を採用した（９８年２７名）。
２０００年代半ばから中国で労務派遣制度が整備されるよ
うになり、臨時従業員を労務派遣者３０）に切り替え（０９年
には臨時従業員は０となっている）。正規従業員の増加
とともに労務派遣従業員の増加も見ている。ただし、労
務派遣者の就業条件、社内待遇、各種行事への参加等は
正規従業員と同じにしている。
その後、労働法、労働契約法、社会保険制度の整備が
進む中で、特に０８年の労働契約法の改訂があったため、
中国内企業、外資系企業とも一部の企業で、３回目の契
約をしない企業が見られたが、当初から長期雇用を方針
としていたので、契約打ち切りなどせず、有期契約の正
規従業員も１０年ないし３回目の契約で雇用期間の定めの
ない「無固定期限契約」に切り替えてきた。現在は無固
定期限契約者が半数を超えている。また、派遣労働者の
正規従業員への転換を進めてきている。
２０１２年９月１日現在の従業員数は１８８人で構成は次の
とおりである。
正規従業員１７６人で、その内訳は、幹部・事務技術職
（職員）６２人、工員１１４人、派遣労働者１２人である。日方
派遣者３１）（日本人駐在員）は総経理、総経理助理、設計
部長の３名、中方派遣者３２）（出向者）は５人（原籍・武
漢船用機械責任有限公司、 副総経理、総経理助理、３
部長）、現地採用者（プロパー）１６８人、派遣従業員１２人
となっている。平均年齢は４０歳くらいである。
役職体系は、下記のように、職員系列と工員系列に分
かれている。
職員系列（６２名）は、総経理（１）－副総経理（１）
－総経理助理（２）－部長（７）－副部長（５）－科長
（１）－副科長（１０）－主任（２２）－一般職員（１３）
で、工員系列（１２６名）は工段長（４）－副工段長（１）
－組長（９）－副組長（２）－工員（１１０ 派遣１２を含
む）、という構成である。
すでに述べたように、全従業員１８８名の内、総経理、
総経理助理の１名、設計部長の３名を除く１８５名が中方
従業員である。中方従業員の構成をみると、幹部・事務
職系列従業員は、合弁相手企業からの出向者５名、現地
採用従業員（プロパー）５４名、工員系列は正規従業員１１４
名、派遣労働者１２名である。
中方従業員の役職構成を見ると以下のとおりである。
幹部・事務職系列では、最上位の副総経理１、総経理
助理１、部長６、副部長５、科長１、副科長１０、主任
２２、一般１３の構成である。
現在の部長以下の組織上の役職ポストは、部長８（う
ち１は日方のポスト）、科長１４であり、主任ポストの数
は不定である。
これを見る限り、職員系列では、部長ポスト空きが
１、科長ポストに１３の空きがあるが、他方、組織上定数
のない副部長、副科長、主任ポストをつくり（一般より
主任の数の方が多いのは、離職対策、発展空間の実現の
意味もあるのであろう）、処遇上の調整を図っているよ
図２ BK社組織図
出所：BK社提供資料より作成
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うに思われる。
スタッフとして公募採用した者のなかから、部長級
（部長・副部長）に７名、科長級（科長・副科長）に１１
名が昇進している。転職者を相当ポスト（部長級、課長
級）として採用するのではなく、内部昇進が基本であ
る。
また、工員身分から職員身分（事務・技術系職員）へ
の転換も可能である。現在優秀者で、主任以上に転換昇
進した者が６名いる。
＊労働時間・日数、勤務形態
１日８時間（就業時間８ :００～１７:００、午前１０分、昼
１時間、午後１０分休憩、一部に２交代制勤務あり）、週
休２日制である。年間の休日は１１７日（公休〈土日〉
１０４、法定休日１１、公司休日２）で、年間の労働日数・
労働時間は２４８日（閏年は２４９日）・１９８４時間（閏年は１９９４
時間）である。
＊賃金・手当
月例賃金・手当構成は、職員・工員共通で、以下の通
りである（表１７参照）。
標準工資は、日本の基準賃金に当たり、そのうちの基
本工資は基本給、職能工資は、後述する「職能等級」に
よってきまる。職務工資は職称職務（資格・役職）に付
くもので、役職手当に当たる。
社齢工資は勤続給で、１年につき８元である。よって
勤続１０年で８０元、現在の最長期勤務者（勤続１７年）は１３６
元となる。金額はわずかであり、離職対策の一つという
より、勤続に対する報奨と理解されるべきであろう。
月度奨金は、標準工資 ×０.５５× 季考核係数 × 出勤
率で算出されており、季考核係数は３カ月ごとに行われ
る人事査定による考課点数で、３カ月単位で増減が生じ
る。この他に年度奨金（年１回のボーナス）がある。
加班工資は超過勤務手当（および休祝日出勤手当）で
あり、標準工資 ÷１７４× 加班時数 × 法定倍率で計算
される。
＊職能等級および職称職務
職能等級（以下、職級）は職能工資のランクであっ
て、これによって職能工資が決定される。職能等級給
は、表１８に見られるように、２００７年度、０８年度と連続ア
ップしたが、０９,１０年度は据え置かれた。１１年度にアッ
プした。０６年に比べると１１年は G１で１.５２倍（２０４元
up）、G１８が１.４６倍（５６２元 up）、M１が１.４９倍（２３０元
up）、M２７が１.８４倍（１,７３０元 up）である。
職称職務（以下、職称）は職階を示しており、これに
よって職務工資が決定される。職級、職称ともに職工別
で、以下のように細分化されている（表１９参照）。
工員の職級は G１から G２２までの２２段階、職員のそれ
は M１から M３０までの３０段階である。職級表は、２０１１
年に改訂され、工員はすべて G記号となり、高位の４
ランク（１９～２２）が増設され２２段階に、職員はすべて
M記号となり、職務の科長クラスに２ランク、職称の
部長クラスに４ランク増やされ６ランク増の３０段階とな
っている。勤続が長期になるものが出てきて、より高位
のランクが必要になったと思われる。
職称は、工員が初級工（２０～５０）から始まって、以
下、中級技工（２５～４５）→高級技工（２８～５９）→技師
（３０～５９）→班組長（３２～５９）→工段長（３５～５９）とい
う序列で、職員が技術員（２２～３０）から始まり、以下→
助理工程師（２６～３４）→工程師（２９～４４）→高級工程師
（３５～５９）→主任（３０～４９）→科長（３４～５５）→部長
（３８～５９）という序列である＜（ ）内は目安年齢＞。
工員の G１は職業学校卒業（２０歳）の初任格付けでそ
の職能給額は６００元、G２は大学専科卒業（２２歳）の初
表１６ 従業員数の推移
単位：人
年度
日方
駐在員
中方
派遣者
現地
採用者
正規
計
臨時
派遣
合計
１９９５ ５ ８ １３ ２６ ０ ２６
９６ ６ ８ ３５ ４９ ０ ４９
９７ ６ ８ ６４ ７８ ０ ７８
９８ ５ ８ １０１ １１４ ２７ １４１
９９ ４ ８ １０８ １２０ ２７ １４７
２０００ ４ ８ １２３ １３５ ２７ １６２
０１ ４ ８ １２３ １３５ ３１ １６６
０２ ４ ８ １２４ １３６ ３４ １７０
０３ ３ ７ １３２ １４２ ３９ １８１
０４ ３ ７ １２８ １３８ ３８ １７６
０５ ３ ７ １３９ １４９ ３２ １８１
０６ ３ ６ １４２ １５１ ３２ １８３
０７ ３ ５ １５５ １６３ ３３ １９６
０８ ３ ５ １５７ １６５ ３６ ２０１
０９ ３ ５ １６８ １７６ ２４ ２００
１０ ３ ５ １６２ １７０ ２０ １９０
１１ ３ ５ １６７ １７５ １６ １９１
１２ ３ ５ １６９ １７７ １２ １８９
注： １．各年度末（１２／３１）の数値（２０１２年は見込み）
２．１９９５年の日本駐在員は日本本社からの出張
３．中方派遣者は中国親会社の派遣（片道切符）
４．臨時は下者から採用、派遣は派遣会社からの派遣
出所：BK社提供資料より作成
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任格付けで額は６５０元である。工員の最高は G２２でその
額は２,２００元（G１の３.６７倍）である。職員の M１は大学
専科卒（２２歳）の初任格付けで、その額は７００元、M２
は大本科卒（２４歳）の初任格付けでその額は７６０元であ
る。M３０は、職員の最高ランクで、その額は４,４００元で
M１の６.２９倍になる。
職員と工員の格差は、初発から若干格差があり（大学
専科卒の初任で５０元）、ランクが上がるにつれて拡大
し、職員の最高ランク M３０と工員の最高ランク G２２では
２,２００元（職員は工員の２倍）の差となる。
この「職能等級、職務職称、等給表」は従業員には
オープンにしていない。
２０１２年時点での、工員の給与年額（年度末ボーナス
込、額面）は、高卒２７歳で約３６,０００元、工段長で約７２,０００
元、現在の最高額者は約８２,０００元である、という（総経
理・談）。
なお、転職入職者の格付けは、前職（同一職）の経験
年数、能力評価を重視し、それに学歴、年齢が加味され
て決定される（具体的には採用面接時に、職称職務も含
めて、双方の意向を調整して決定されている）。
職級昇級には、職員、行員ともに、最短・最長滞留年
数の規程はなく、おおむね２～３年で１ランク上昇す
る。ただし、後に見るように、職称の昇格がない限り一
定のランクで頭打ちになるようである。
＊職能等級と職称職務および年齢の関係
職級と職称の関係はパラレルではない。同じ職級であ
っても、二つの職称が存在する。たとえば、職級 G９に
は中級技工と高級技工が、G１７には班／組長と工段長
が、M９には助理工程師と工程師が、M１７には主任と高
級工程師が、M２５には科長と部長が存在する可能性があ
る。
しかし、職称の昇格がない限り、昇級は一定のところ
で頭打ちになる。初級工は G６で、高級技工は G１２で、
班・組長は G１８で頭打ちであり、工程師は M１５で、主任
は M２３で頭打ちである。
職務と年齢の関係では、すでに見たように、各職務の
参考・目安年齢が示されているが、その年齢幅は大き
い。たとえば、工員の場合（参考年齢）、高級技工は２８
～５９歳、工段長は３５～５９歳である。職員の場合（目安年
齢）、工程師は２９～４４歳、主任は３０～４９歳、部長は３８～
５９歳である。
これに従って最短の昇格モデルを描いてみると次のよ
うになる。
工員の場合、職業学校を２２歳で卒業し、初級工として
入社、２４歳中級技工、２８歳高級技工、３０歳技師、３２歳班
長、そして３５歳で工段長になることが可能である。
職員の場合は、大学専科を２２歳で卒業し、技術員とし
て入社、２５歳助理工程師、２９歳工程師、高級工程師をス
キップして、３０歳主任、３４歳科長、３８歳で部長に昇格す
ることが可能である。
他方、高級技工、技師、班・組長までで定年を迎える
工員、高級工程師、科長までで定年になる職員がいるこ
とになる。
前者の最短モデルに現実性はないが（新規学卒採用者
はいない）、後者は現実性があると思われる。
昇級、昇格の基準を明文化したものはない。おおむね
２～３年で昇級するが、職称昇格は、勤務成績や勤務態
度など仕事の評価を重視されており、学歴・年齢・勤続
年数は、評価後「ある程度考慮する」程度であり、評価
（査定）が重要な位置を占めている。つまり、昇格は年
功よりも「仕事」評価が軸となっている。
＊福利厚生制度は、養老保険（年金）、医療保険、労災
保険、失業保険、生育保険（女性保護－出産、遺族手
当）の５社会保険、住宅費補助、企業年金、家族医療、
無料の昼食提供、交通費、労働防護等がある。
表１７ BK社の賃金・手当構成
標準工資 基本工資
職能工資
職務工資
社齢工資
各種手当 生活手当
交通手当
通訳手当
特殊手当
月度奨金（月ボーナス）
加班工資（超勤手当）
出所：BK社提供資料より作成
表１８ BK社職能等級給例
（単位：元、倍）
等級 ０６年 ０７年 ０８－１０年 １１年 １１／０６
G１ ３９６ ４５４ ５３６ ６００ １．５２
G１８ １，２１８ １，３８９ １，６３９ １，７８０ １．４６
M１ ４７０ ４７０ ５９５ ７００ １．４９
M２７ ２，０７０ ２，４４３ ２，９３２ ３，８００ １．８４
注：Gは労務職系、Mは事務職系
出所：BK社提供資料より作成
60 柴田弘捷
＊採用
長期雇用を前提に（契約期間１～４年の有期雇用者
も、特に問題なければ再契約をする）採用している。た
だし、档案管理、社会保障加入の便を考慮して、武漢市
戸籍のあるもので、かつ、寮・社宅を持っていないた
め、通勤の便も考慮して選考している。いわゆる農村か
らの出稼ぎ労働者（農民工）は採用していない。
設立当初は、合弁企業従業員を中心に、合弁企業の賃
金の３割増しで公募し（ポスター、口コミ）、試験（筆
記、実技）、面接、健康診断（B型肝炎罹患者は排除）
をして採用してきた。１９９５年１２月の第１期採用者は１３名
で、３０歳代の優秀な工員（一定のスキルを持ち、ちゃん
と仕事をする者）が採用できた３３）。
９７年後半以降は、合弁企業従業員および一般公募し
（近隣にポスター、新聞広告）、試験（筆記、実技）、面
接、健康診断で採用した。また、この時期、国有企業で
のレイオフが多く、優秀な下者を臨時従業員として採
用できた。２０００年以降は、新聞広告、人材市場経由等で
の募集となり、近年はインターネットも利用している
（下記コラム参照）。試用期間３カ月を経て、正規採用と
なる。
これまでの採用はすべて、経験者募集による中途採用
表１９ BK社職能等級（給与ランク）と職称職務との関連
職 員 工 員
職能等級 職務職称 等給：元 職能等級 職務職称 等給：元
M１ 技術員 ７００ G１ 初級工 ６００
M２ ７６０ G２ ６５０
M３ ８２０ G３ ７００
M４ 助理
工程師
８８０ G４ 中級
技工
７５０
M５ ９５０ G５ ８１０
M６ １，０２０ G６ ８７０
M７ １，０９０ G７ 高級
技工
９３０
M８ 工程師 １，１６０ G８ ９９０
M９ １，２４０ G９ １，０６０
M１０ １，３２０ G１０ 技師 １，１３０
M１１ 高級
工程師
１，４００ G１１ １，２００
M１２ １，４８０ G１２ １，２７０
M１３ １，５８０ G１３ 班／組長 １，３５０
M１４ １，６８０ G１４ １，４３０
M１５ １，７９０ G１５ １，５１０
M１６ 主任 １，９００ G１６ 工段長 １，６００
M１７ ２，０２０ G１７ １，６９０
M１８ ２，１４０ G１８ １，７８０
M１９ 科長 ２，２９０ G１９ １，８８０
M２０ ２，４４０ G２０ １，９８０
M２１ ２，６２０ G２１ ２，０８０
M２２ ２，８００ G２２ ２，２００
M２３ ３，０００
出所：「２０１１年職能等級給修訂（３）」BK
社提供資料より作成
M２４ 部長 ３，２００
M２５ ３，４００
M２６ ３，６００
M２７ ３，８００
M２８ ４，０００
M２９ ４，２００
M３０ ４，４００
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者で新規学卒採用はしていない。
インターネット利用の募集広告事例（２０１２年７月）
機械設計２名－製品設計とデザイン設計等に従事
男性、３５歳以下、大学本科卒・英語４級、３年以上
上記職務経験・CADソフト熟練
５社会保険（基礎年金、失業、出産、労災、医
療）、住宅費補助、企業年金、家族医療、食事、交
通費あり
待遇－面談
http : //www.wkm.net.cn/recruit.asp（１２／０８／１４取得）
○この募集の結果は以下の通りであった。
２００人超の応募→書類選考→１０名→面接→１名→健
康診断で引っかかり、保留中（総経理・談）
定年は男性５５歳で、女性５０歳であるが、定年後は６０歳
まで派遣労働者として再雇用が可能である。ただし、BK
社では、まだ、設置後１７年ということで、ほとんど該当
者はいない。現在の最高年齢者は５５歳である。今後定
年・再雇用の問題が出てくる可能性はあるが、中国人は
「早く定年を迎えて、年金暮らしをしたい」という意識
が強いので、大きな問題になるとは思えない（総経理・
談）。
＊理念教育
全般的共通事項（経営理念、年度経営方針、就業規
律、安全衛生、品質管理、改善活動、設備保全等）は、
採用時および定期的に教育をしている。また、掲示（年
度経営方針、心構え）、スローガン幕（安全衛生等）等
で日常的に喚起するようにしている。（社内、工場内い
たるところに掲示板、スローガン幕がある）。
例えば、「２０１２年 BK方」（経営方針）」が門前
に掲示されている。そこでは、「増加」（受注を増加
させよう）、「降低成本」（コストを削減しよう）、「提高
信誉」（信用を高めよう）という三つの［口号］（スロー
ガン）を掲げ、ついで、１． ２０１２年 BK的
的最重要（BKの経営の最重要課題）として、「克
服 “新接項目減少”、“价格下降”、“製造低本上升”
的三重逆境、保利潤、強化根基、取得公司的持続
発展」（“新規契約の減少”、“受注価格の低下”、“製造コ
スト上昇”という三重の逆境を克服し、経営基盤を強化
して、会社の持続的発展を）が示され、以下、２．経営目
標（受注額 １.８億元、売上額２.０億元）、基本方針（受注
量増の確保、コストの徹底削減、顧客満足度の上昇）、
３．重点施策として、上記３点実現のための施策が掲げら
れている。
また、総経理名で、従業員のある種心構えを訴える、
次のような看板が掲示されている。
（２００８年１０月１日付）
［	情］（情熱）
自己的工作及品注入	情
（自分の仕事と製品に情熱を注ごう）
［提高］（向上）提升自己的技及品量
（自分の技術と製品の質を高めよう）
［自豪］（誇り）以自己的技、工作、品
（自己の技術、作業、製品に誇りを持とう）
［主］（自律）独立思考有性的行工作
（自分で考え、予見的に仕事を進めよう）
（２０１０年１月１日付）
「力」（協力）（協働）共育 共感」
ここに見られる特徴は、個人を重視（独立思考、自豪
＜自己への誇り＞、自律的労働）しながらも、従業員同
士の横のつながり（力  共育 共感）の重要性
を訴えていることである。「企業理念」の中でも、「相違
ある個々が、横断的に組織力を結集」、あるいは、「業務
の心得」として、「能力の向上・拡大」とともに情報の
「共有」、「横断的協力」が述べられている。
また、情報の共有、横断的協力態勢をつくるため、社
内 LANを構築し、事務棟は相互に顔が見える仕切りの
ないワンフロア構成とし、幹部は毎日の朝礼、職場は毎
週月曜日に全体朝礼を行い、毎日業務連絡を行う態勢を
とっている。総経理は、１日１回は工場を巡回し、職場
の状況を把握するようにしている。
工場では、作業の自主的工夫を進め、また改善項目を
設定、担当者を決めて、改善対策を行う、改善活動も行
なっている。
＊技能教育・研修・離職
９５年採用の第１期工員８名以下、２２名を９６年４月から
９８年８月まで、６カ月間日本に派遣、親企業の工場で教
育訓練を実施した。それ以降の採用者（基本技能を有す
る経験者）の個別の作業要領等は、試用期間中に配属先
担当スタッフ、組長、工段長等から、基本的に OJTで
教育訓練している。
職員、工員から成績上位者を選抜して、年１回、数名
日本に派遣、工場見学、Q&A、社会見学をさせる。選
抜は、中方に任せ、総経理が承認する。日本研修は「イ
ンセンティブ効果がある」という。
62 柴田弘捷
また、仕事量に応じて配置転換の必要もあり、また、
納入製品の設置のために造船所への応援もあり、スキル
アップのため多能工化（たとえば溶接も組立も、という
ように）は不可欠であり、制度化されたローテーション
とまではいかないが、意図的に多能工化を図っている。
また多台持ち（機械職場）も進めている。
資格を必要とする職種（溶接、非破壊検査、玉掛け、
クレーン操作等）の資格非保有者には教育・訓練をし、
資格を取得させる。ただし、資格に手当は付けていない。
初期は、将来の処遇の見通し、給与レベルに不満を持
って３～５年で現地採用のスタッフの半数が離職した
が、昇進制度の改善や給与水準の改善で、定着率は上昇
し、スタッフも工員も離職率は「非常に低い」という。
工員の賃金は、スキルを持つ技能集団であるため、近隣
の工場に比べれば相対的に高水準である。
定着に大事なのは「発展空間を見せる」ことであり、
そのためには、達成感・働きがいのある仕事の与え方と
昇進（内部昇進）と昇給が見えるように、そして公正公
平な評価に基づく適正な処遇の実施である、と総経理は
言っている。事実、すでに見たように、スタッフ部門で
は、現在５人いる中国側親企業からの出向者はすべてス
タッフの最上級職に就いているし、現地公募採用スタッ
フの中から部長級、科長級への昇進者が出ている。ま
た、工員では、スタッフ職の主任への転換者、工段長、
組長へ昇進している。つまり、能力評価と勤続で内部昇
進の世界・発展空間が見えていることが、離職率が低く
なっている大きな要因であろう。
＊現地採用労働者の評価
BK社は、筆者がこれまで中国で見てきたどの企業よ
りも高く評価している。「個々人では、技能レベルが高
く、自己向上意欲や改善意欲の旺盛な者、会社への貢献
意欲の高いものも多く、頼もしく感じる。」「改善提案も
多く、作業・道具等の面で自己工夫力がある。溶接の生
産性は日本本社以上である。」とくに、設立時に入社
し、これまで１７年間勤続してきた中方派遣者は、「この
会社の発展を自ら担ってきたとの自負もあり、会社への
帰属意識以上に『我が社』意識が強い」（総経理・談）
と評価している。
日本本社の日本人従業員に比べて、「あえて言えば」
の注釈付きであるが、中国人従業員は「現地での生活習
慣、社会経験からくる規律無視、責任回避、手抜き、誤
魔化しなどが日本よりやや多い」（総経理・談）。それら
のミス、規律違反については罰金制度もあるが、それよ
りも、その都度注意することが重要であるとし、管理・
監督者には、罰金を科すよりも、見たとき、気づいたと
きに注意するよう、指導している（中国人の管理・監督
者は罰金を科す傾向が強い）（総経理・談）。
HK
HK（中国）社は、日本の H製作所のグループ会社、
H建機が中国安徽省合肥市に１９９５年に設立した大型建設
土木機械の製造企業である。
２０１０年現在の組織機構は、総経理（日本本社から駐在
員）、副総経理（中国人）の下に、２センタ（研究開発
センタ（下に４部）と生産センタ（下に３部）があり、
他に１３部がある。その内、２センタ長と７部長が日本人
駐在員、１３部長が中国人（内２人は女性）である。生産
部門は、生産センタに属する生産技術部、製缶製造部、
組立塗装製造部（３部長とも中国人）である。
０９年段階では、総経理２人（内１人は日本人）、とス
タッフとして日本人の総工程師と総設計師が配置されて
いた。また、製缶品製造部長と組立塗装製造部長が日本
人であったが、総工程師、総設計師の職がなくなり、製
缶品製造部長と組立塗装製造部長が中国人に替わったこ
とで、若干現地化が進んだとはいえ、創業後１５年になる
のに、２センタ長及び人事部長を含む部長級２２人のうち
９人が駐在員であるのは、現地化の度合いは低いと言え
る。
＊企業管理理念・思想－建機人精神
HK社の従業員管理の思想は、グループ企業の中心で
ある日本のグループ本社 H製作所の精神、「和」「誠」
「開拓者精神」を受け、「団結（unity）」「創新（innova-
tion）」「進取（enterprise）」の精神で結ばれた H製作所
グループ共同体を創り上げ、個人（従業員）と企業の共
同発展、そして社会に貢献するもの、としている３４）。そ
れは、従業員への、工会とも共同した、レクリェーショ
ン（スポーツ大会、従業員旅行、等）提供にも表れてい
る。そして日本本社 H建機の企業理念、“人人争当 Keki-
jin（建机人）”（「すべての者が H建機人として努力す
る」）が主張されることになる３５）。H建機は、日本本社
H製作所の「H原創設計と技術」（H社のオリジナルデ
ザインと技術）に基づいて生産活動することを標榜して
いる。
つまり、中国人従業員にも、「H建機人精神」を持た
せ、建機人として企業共同体の一員となることを要請
し、かつ、日本本社 H建機の主導による生産を行って
いるのである。
＊現場管理の思想
企業の精神を強調する一方、企業活動の基礎であると
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して、「科学的企業管理」、つまり５S、３定、QC、JIT
が強調されている。
５Sは、整理、整頓、清掃、清潔、躾の励行である。
３定は、定品（quality standard）、定位（category stan-
dard）、定量（quantity standard）である。職場での５
S・３定の励行は、高品質の製品の生産に不可欠である
としている。QC（quality control）・普段の改善活動
は、長足の進歩を導くものとしている。すべての職場で
小集団改善活動がされている。また、毎年、全社規模で
発表会を行っている。JIT（just in time）は、言うまで
もなく、トヨタ自動車で展開され、日本の多くの工場で
導入された、「ムダを無くす」生産方式である。
これら、５S、３定、QC、JITはすべて日本の工場経
営で普及してきたものである。つまり、ここでも、日本
方式・H社方式が導入されているのである。
＊技能教育
H建機が重視しているもう一つが、技能教育である。
大型建設・土木機械の製造には高度の製缶・溶接、組立
技能を必要とする。つまり、技能育成・向上が企業の命
運を作用する大きな要素の一つとなっている。
H建機の技能教育は OJT，QCで行われる以外に、計
画的に以下の３分野で行われている。
技術養成学校
これは、合肥市にある職業訓練学校とタイアップし、
図３に見られるように、職業訓練校の２年生を選抜試験
で技能養成校に受け入れ、HK社のスタッフが２年間、
座学と実習で、安全・基礎、品質、図面、紀（規）律、
組立、溶接等の教育を行い、成績優秀者を中国国内の H
社関連企業に入社させる制度である。これによって自社
が必要とする、一定の基礎能力を持った新入社員を確保
するのである。
技術訓練部
HK社の正規組織である技術訓練部が、従業員の技術
向上を目指して計画的に教育・訓練を行っている。
国際技能大会への参加
海外も含めて、H社グループが傘下の企業・協力会社
の技能向上を目指して行っている「国際技能大会」に、
技能優秀者を派遣し、技能を競い合ってくる。２００４年か
ら開催されており、第４回（０７年）は合肥市の HK社で
開催されている。この大会の入賞を目指して、各自が技
能向上に努める、という役割を持っている。
	

日系企業の工場労働者管理について、上記４社以外の
事例も参考にして整理しておこう。

日系企業は、日本本社の経営理念、企業精神を強調
し、工場労働者へもその浸透を図ろうとしている。日本
本社が大企業の場合、特にそうである（HK社、［柴田
２０１２a]で見た、トヨタ、三菱商事、等）。そこには、「建
機精神」（HK社）、「トヨタマン」、「三自（自発、自
治、自覚」（キャノン）、「グンゼ精神」等のスローガン
が見出される。これによって「会社との一体感」を醸成
しようとするのである。

採用方針には二つのパターンがある。一つは、DI社
のような新規者採用を指向する企業である。これは、単
純労働が多い工場（NK社、DI社）か、自社に合った技
能を計画的に育てる必要のある企業で、大規模で人的余
裕のある企業である（HK社）。他方は、BK社のように
経験者の中途採用を中心とする企業である。これは比較
的規模が小さく、新人を時間をかけて育てる人的余裕の
ない企業に多いようである。つまり、即戦力を必要とす
るのである。中国の労働者は、よりよい条件を求めて転
職をすることをいとわないので、中途採用でも優秀な労
―職業訓練校とタイアップ―
職業訓練校 H技術養成校
１年生 ９月入学
６月
２年生 ９月 入学
選抜試験 安全基礎教育
品質教育
図面教育
規律教育
組立教育
実習 配線
６月 組立
３年生 ９月 安全基礎教育
品質教育
規律教育
溶接教育・実習
６月 実習
成績優秀者
９月 H製作所（中国）関連会社入社
図３ H技術養成校のシステム
出所：HK社提供資料より作成
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働者を確保できる可能性は高い。ただし、この場合、さ
らなる転職をしてしまう可能性が高いので、離職防止対
策が重要となる。

育成にはいくつかのタイプが見られる。
一つは、比較的単純繰返し作業職場で、技能熟練がそ
れほど要求されていない自動車、電気・電子製品等の大
量生産の組立産業、縫製業、タオル産業等であるが、未
経験の若い労働者を新規採用しているところに見られる
タイプである。まだ技能熟練がそれほど期待されていな
い中国の工場現場では、離職を前提とし、制度的には数
年の契約で、従業員の入れ替えも可能ではある。単純作
業の多い製造業では、離職防止・減少に努めるととも
に、離職が頻繁に生じることを前提とした雇用管理が行
われている。
DI社のように、操業時前に新人を採用し、日本本社
で教育訓練をし、その後の幹部に育てる一方、軌道に乗
ると、従業員を分別し、優秀なものには研修、日本本社
への出張研修等で能力向上を図り、現場の幹部に育てて
いき、そうでないものは、契約期間満了とともに雇用契
約を打ち切り、また新たな従業員を採用繰り返すところ
である。オムロン大連有限公司は、「離職防止というよ
りも、いつ誰がやめても職場が混乱しないような人事配
置などの対策も考慮している」と報告している［（財）
海外職業訓練協会２００９p.８９－９０）］。
このようなこところでは、３S～５Sという躾け教育
と安全教育程度で、系統的な技能教育は行われない。し
かし、将来の工場幹部を育成するために、一部の優秀な
者だけに、日本本社の研修に行かせるなどして、技能教
育、監督者教育を与えている。
しかし、低付加価値の製品を生産するだけでは、従業
員の質も上がらない。今後、ワーカーの逼迫が進むと思
われる状態の中で、従業員の満足度を高め、労働者を定
着させ、生産性の向上のためには、技能向上を図る必要
がある。そこで、技能労働者の養成・教育訓練が重要と
なっている。
そのような企業では、技能養成の制度化がすすめられ
ている。
例えば、すでに述べたように、HK社は、現地の職業
訓練校とタイアップして、自前の技術養成校を設置し
て、そこの優秀者を優先的に雇用し、その上で、計画的
にかつ階層別に、座学と実習を繰り返し行い、熟練工を
育てている（東芝、キャノン等もそうである。具体的に
は［（財）海外職業訓練協会２００９］参照）。また、いくつ
かの企業では、技能コンテストを行い、参加し高度な技
術を身に付けた者は表彰する。「最初から最後まで自立
して仕事・業務をこなす一流作業者（多能工）の創出を
目的としたキャノン大連地区マイスター認定制度を制定
している［（財）海外職業訓練協会２００９p.８３］。
また、BK社のように、主に現場での OJTにより経験
を積み重ね、工夫を要求かつローテーションによる「多
能工化」をはかるなどして、能力向上を図る企業もあ
る。これは、熟練工を必要とする比較的小規模な企業に
多いようである。
なお、どの日系企業も優秀者を日本本社に研修に出す
傾向がある。これは別稿［柴田２０１１a］で述べたよう
に、単に技能向上のためだけでなく、また褒賞的意味合
いも持ち、モチベーションと企業帰属意識を高める役割
も果たしているようである。
	
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中国に進出した日系企業の多くは、「モラル」問題に
なやまされていた。中国では、かつて農村では、ゴミの
投げ捨て、たばこの吸い殻のポイ捨て、手鼻、等は当た
り前であった。なぜなら、すべて「土に帰る」からであ
る。その習慣が工場でも出るのである。それで、多くの
工場が３S～５S（整理、整頓、清潔、清掃、躾）を標
語とし（BK社は４S、HK社は５S）、実践させている。
BK社は当初、特に「清掃」で大変苦労したようであ
る。前総経理の時代に、全員に屑かご、灰皿を配った。
その上、総経理は、箒とゴミばさみを持って職場を回
り、ポイ捨てされたタバコの吸い殻の数を「今日は○○
本」と数え、見つけたらその場で注意するとともに、
「１日１００本になったら全面的禁煙にする」と宣言した。
「解っていても横着してやるから、その都度注意するこ
とが必要。４Sは工場管理の基本」と総経理は言う。現
在 BK社では、午前１回、昼休み、午後１回の休憩時間
に、決まった場所でしかタバコは吸えない。HK社の５
Sについてはすでに触れた。
グンゼは、「三つのしつけ」－「あいさつをする」（挨
拶は相手と心を通わせ、よりよい人間関係を築く第一
歩）、「はきものをそろえる」（先々のことを考える気く
ばり）、「そうじをする」（物事のけじめをつけること）
それぞれに、意味合いを持たせて教育をしている［（財）
海外職業訓練協会２００９p.１０６］。
筆者が見た、NK、DI、BK、HK社とも、構内にはゴ
ミやタバコの吸い殻は落ちていなかった。３S～５Sは
どこでも徹底されているようである。
どの企業に行っても「信賞必罰」が大事だという。し
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かし、「厳罰」となると、企業によって異なる。ある縫
製加工業では、労働力供給過多の時代は、「無断欠勤を
したり勤務中に私語が多かったり、上司の指示に従わな
かった場合は、罰金制度をとりいれ、それでも治らない
場合は解雇し、待機中の労働者と入れ替えた」。また、
別の縫製加工会社では、２００８年の労働契約法施行以前は
「ストライキなどが起きた場合でも、全員解雇という形
で対応すればよい」と厳罰を行っていた［（財）海外職
業訓練協会２００９p.７１,７５］しかし、NH社も BK社も
「厳罰」にはいささか首をかしげていた。
BK社には規律違反、作業ミスに対して、「注意カー
ド」制があり、１，２枚目まではイエローカードで、３枚
目はレッドカードとなり、罰金を取ることになっている
が、総経理は、「日本人が上から目線で注意することは
逆効果（反感を買うだけ）」と言い、「その都度注意する
ことが大事で、自分は注意カードをめったに出さない。
中国の管理者はよく出す」と言っていた。
	

離職・定着対策は現地従業員に「発展空間」を見せる
ことである。働きがいを持たせること、つまり企業内で
の彼らの位置づけを明確にし、将来の可能性を見せるこ
とである。具体的には能力向上と仕事の決定権の拡大、
昇給・昇進のシステムを明示し、その具体的展開を見せ
ることである。
ホワイトカラーについては、別稿［柴田２０１２a]で見
たように、日系企業の多くは、抜擢昇進制度を含む職能
資格制度であった。しかし、決定権については不十分で
あり、「現地化」の遅れが言われていた。
工場労働者の場合は単純ではない。
NK社や DI社のように、単純作業に就いている者の
能力向上は、仕事の慣れによる作業のスピードアップで
しかない。そのような場合は出来高賃金を導入すること
によって、収入増を図る対応もある。
他方、BK社や HK社のように、熟練による技能の向
上と仕事の工夫の余地のある作業、そして仕事範囲の拡
大＝「多能工化」が図られるところでは、熟練＝勤続に
よる賃金上昇とポスト獲得が発展空間である。
少なくとも筆者の調査した４社の工場現場の労働者
は、初めから班長、組長、課長として入社するのではな
く、長期勤続を経て、班長、組長、そして課長、工場長
にまで昇進させている。内部昇進である。
なお、中国の若い工場労働者の場合、工場労働からオ
フィスワークに転じることが大きな魅力であるようであ
る３６）。BK社には、制度として工場労働から事務労働へ
の転換があり、実際に転換者が出ている。
人事管理の基本は、個々の作業者の勤労意欲と高い技
能の発揮と作業者同士の協働・協力態勢の確立（体制
化）による「横断的凝集した組織力」の確立であり、そ
れをもって、高品質製品の生産とコスト低減による国際
競争力の形成にある、と言ってよいであろう。
技能向上（熟練）と協働態勢の確立には、単に教育・
訓練だけでなく、仕事および人の「なじみ」が必要であ
る。そのためには長期勤続・定着が前提となる。
そのゆえ、採用は長期勤続を前提とし、OJT、職場
ローテイション（多能工化）を中心とした技能向上の教
育・訓練となる。
定着および勤労意欲醸成には「『発展空間』を見せる」
ことが重要であり、その「発展空間」は、具体的には、
自己の能力の向上（熟練形成・創意工夫の発揮）、昇
進・昇格、昇給の可能性としてあらわれる。賃金制度、
昇進・昇格、昇給制度は、能力向上に対する経営側の
「認知」（評価）つまり「発展空間」の表現形態である。
中国で、工場労働者の不足と賃金上昇が生じ始めた
今、低賃金で使い捨て的な雇用管理はもはや成り立たな
いであろう。だから、更に人件費コストが低いというこ
とだけで、他のアジアに移転する、という方策は、必ず
しも企業のためになるとは思えない。
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付論と言うほどではないが、尖閣諸島国有化問題に関
連して、一言触れておきたい。
２０１２年９月に野田内閣が突如として行った尖閣諸島国
有化宣言は、中国各地で日系商店の破壊・略奪や日系自
動車への攻撃等の「反日暴動」を引き起こし、日中間に
「政冷経冷」状態が生じた。
その影響は、在中国日系企業では、ホンダ、トヨタ、
日産、三菱等大手自動車メーカーは一時生産停止を余儀
なくされ、３～５割の減産となった。電子機器のソ
ニー、キャノン、松下（パナソニック）も一時工場が止
まった。日用化学用品のライオンも生産を一時ストップ
した。日系のスーパーは「破壊と略奪」に会い、数日間
の閉鎖と多大な損失を被った。対中国輸出の減少も生じ
た（対前年同月比９月－１４.１％、１０月－１１.６％）。
帝国データバンク調査３７）によれば、「悪影響」があっ
たとする企業は３割、中でも、製造業、運輸・倉庫業は
約４割で、特に輸送用機械・器具製造は６１.２％にも達し
ている。当然のことながら、「中国の企業や政府と直接
事業を行っている」企業の方が「悪影響」を受けた割合
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が高い（５５.５％、「行っていない」企業２５.２％）。また、
影響が「わからない」との回答企業を除く７,９５４社の内
２,６６６社（３３.６％）が、売り上げの減少を見込んでいる。
現在、多くの企業が中国に進出している。それだけで
なく、日本の貿易は対中国貿易が最大の割合を占めてい
る。中国との関係は、日本経済の死活問題にかかわる。
もちろん経済だけでなく、隣国との対立は日本の平和に
とっても大問題である。
領土問題は双方の偏狭なナショナリズムを喚起しやす
い。事実、安倍、石原、橋下諸氏等の勇ましい発言はこ
のナショナリズムを喚起し、日中関係の危険を増幅しか
ねない。
領土問題が国際関係の棘になったことは枚挙にいとま
がない。その平和的解決が大変難しいことは歴史が証明
してきた。しかし、だからと言って、まかり間違っても
武力衝突に到らないようにするのが外交、政治の役割で
あろう。
日本と世界の平和を願う一市民として、また、わずか
ではあるが中国と関わりをもった一研究者として、日中
双方が無謀な行動に出て、日中関係が破局に向かわない
よう、願うばかりである。本稿が刊行される３月頃に、
何らかの形で解決の道が見えていたならば、幸いであ
る。
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た。中国での１２年調査の第２位は「競合相手の台頭（コ
スト面での競合）」で５３.４％である。
２１） 「全国労働派遣人員達６０００万」（『経済観察報』２０１１年
２月２６日）
２２） 中国人的資源・社会保障部労働科学研究所労働争議部
主任 李天国「中国の労働者派遣と法規制」（労働政策
研究・研修機構 資料シリーズ No.８１『第８回北東アジ
ア労働フォーラム 派遣労働者の現状と政策課題 第１
セッション 派遣労働者の現状と課題」（２０１１年）
２３） JILPT「海外労働事情」２０１２年１月
２４） 前掲『経済観察報』２０１１年２月２６日
２５） 『しんぶん赤旗』２０１３年１月１日
２６） この数値は、経済産業省「海外事業活動基本調査」に
よるものである。この調査は、金融業、保険業、不動産
業を除いて、海外に現地法人（日本側出資比率１０％以上
の海外子会社、および日本側出資比率５０％超の出資を行
っている外国法人） を有する日本企業の本社に対して
行っているもので、回収率はおおむね７０％超である。加
えて、近年中国進出が増加してきた金融保険業、不動産
業が除外され、かつ日本に本社がある企業を対象として
いるため、日本に本社を持たず、中国で独自に起業して
いるサービス業関連を中心とする比較的小零細の日系企
業も除外されており、日系企業の数・従業員数はもっと
多いと推定される。ちなみに帝国データバンクによれ
ば、２０１２年８月末現在で中国進出の日系企業は１４,３９４社
で、海外事業活動基本調査の３倍近い数値となってい
る。その内製造業は４１.３％（５,９５１社）であり、経済産業
省調査の２倍強である。ただし、従業員数のデータはな
い（帝国データバンク「特別企画：中国進出企業の実
態調査」２０１２年１１月５日発表 https : //www.tdo.co.jp）。
また、中国商工行政管理局のデータによれば、日系企業
の登録数は２００１年以降急増し０８年には２.５万社を超え、
その後減少し、１０年は２２,３０７社である（中村公省「日本
の第４次中国投資ブーム」２１世紀中国総研 KEY_NUM-
BER_６０ http : //www.２１ccs.jp/china_watching）。
つまり日系企業数は、実際には「海外事業活動基本調
査」の数値の数倍もあり、従業員数も２００万人を超えて
いると思われる。
２７） 詳しくは、柴田 ２０１２b 参照。
２８） side thruster 側向推進機－船に横方向の動きを可能に
する補助推進機。船の船首部分（巨大船の場合には船尾
部分にも）に装備し、接岸・離岸等の際に使用する。
２９） 下者は、下した会社（原会社）に籍を残してお
り、社会保険、企業年金は原会社にある。つまり、社会
保険料、企業年金企業負担分の支出をしなくてよい、と
いうメリットがある。
３０） 労務派遣者は、社会保険の一部を派遣元が負担するの
で、社会保険料の節約になる。
３１） 本企業では「日方派遣者」と称しているが、原籍が日
本本社にあり、一定期間外国の日系企業に駐在し、日本
本社に戻るのを原則としている者は、日本での一般的な
呼称は「駐在員」であるので、以下、駐在員と表記す
る。
３２） 本企業では「中方派遣者」と称しているが、原籍が元
の企業にあり、他社（子会社、関連企業等）に出向して
いる者は、日本での一般的な呼称は「出向者」であるの
で、以下、出向者と表記する。なお、この中方派遣者は
すべて片道切符（つまり、原籍のWMMP社に戻らない
前提）の出向者である。
３３） ９０年代のWMMPの工員は、中卒後３年程度の訓練学
校で養成し、現場に配属するというシステムだった。現
在はこのようなシステムはなくなっている。（BK社 総
経理・談）
３４） HK社提供パンフレット（会社案内）p.１８
３５） 同上 p. ３
３６） 前掲の『現代中国の女工哀史』の主人公とも言える女
性農民工は、賃金だけでなく、工場の繰返し労働から事
務労働者になることを望み、努力・転職をくりかえして
いた。
３７） ２０１２年１０月１９日～３１日に行われた「TDB景気動向調
査（特別企画）：中国との関係悪化に関する企業の意識
調査」。調査対象は全国２２,８７９社、有効回答企業数１０,５３４
社（回答率４６.０％）。

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国」
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版』蒼蒼社
２１世紀中国総研編,２０１１,『中国進出企業一覧 ２０１１-１２年度
版』蒼蒼社
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（独法）日本労働研究・研修機構（JILPT）,「海外労働情報」
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
１．本稿の執筆に当たってはいろいろな方にお世話になっ
た。特に、NK社、DI社、BK社、HK社の総経理の皆さんに
は、お忙しい中、お時間を割いて小生の調査に協力してくだ
さり、また資料・データ等を提供していただいた。記して謝
意を示しておきたい。ありがとうございました。
なお、本論文の、４社に関する事実認識で間違いがあれ
ば、それは、ご協力くださった方々の責ではなく、正しく記
録を取れなかった柴田の責任であることを明記しておきま
す。
２．本稿は、専修大学の「研究助成」による研究「人事労務
管理任する実証的研究－在外日系企業人事労務管理の実態
－」（３）（４）（２０１０年度、２０１１年度）および専修大学社会
科学研究所グループ研究助成 A「中国社会研究」（２０１０～１２
年度）の成果の一部である。記して謝意の示しておきたい。
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